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第1章　包括外部監査の概要

第１　包括外部監査の種類

　地方自治法第252条の37第１項の規定に基づく包括外部監査

第２　監査の対象とした特定の事件

　【ヒューマンリソースの育成および評価、それらの双方向性について】

第３　対象部局等

　知事部局　及び　教育委員会

　ただし、上記部局等の組織内の一部の部署において必要と考える監査を実施し

たものであり、部局全体を網羅的に監査したものではない。

　なお、上記以外の部局等については下記の理由により監査の対象から除外した。

＊警察本部については独自の人事評価システムが構築・運営され処遇反映まで

行われており、また、監査対象を限定する必要性に応じて監査の対象から除

外した。

＊病院局においてその多数を占める専門的技術的職能を有する職員に関する評

価制度に関しては、その特殊性に配慮する必要があることから一般行政とは

別途に病院局が主体となり制度構築を行っており、また、監査対象を限定す

る必要性に応じて監査対象から除外した。

＊市町村立小中学校の教育職員の服務監督は学校を設置する市町村の教育委員

会が行っているため、当該教育職員については監査の対象から除外した。
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　現地往査先は下記のとおり

　　健康福祉部医療政策課

　　自治研修所

　　島根県教育センター

　　島根県立松江南高等学校

第４　対象期間

　平成21年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日）

　ただし、必要に応じて過年度および平成22年度以降の見込み等について参考と

した。
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第５　特定の事件を選定した理由
Ⅰ　なぜ「ヒューマンリソース」なのか

　地方自治法第２条第14項によれば、地方自治体は住民の福祉の増進に努めると

ともに最少の経費で最大の効果を挙げることを求められている。

　この点、県の財政健全化は「待ったなし」であり、速やかに改革に取り組み財

政健全化への道筋をつける必要があるため（『平成22年度版島根の財政』より引

用）、平成20年度から４年間を集中改革期間とした抜本的な改革を実施している

途上にある。

　民間セクターは公的セクターから多くを学ぶことができるが他方、行政側が民

間セクターから学ぶことも多い。特に、社会環境の変化が激しい昨今にあっては

環境適応しなければ短期的にも持続可能性（サスティナビリティ）を保持できな

くなるリスクが高まっている民間セクターの適応スピードは公的セクターを上回

るケースが見受けられる。

　公的セクターといえども社会環境の変化に適応していかなければ中長期的な観

点からは多くの問題を生み出し、その持続可能性（サスティナビナリティ）に大

きなリスクを抱えることが予測される。

　ところで、公的セクターと民間セクターを問わず経営管理における主要な経営

資源とは、「人」「物」「金」「情報」とされる。

　この内、「人」「情報」に関しては定量化による評価に少なからず困難がともなう。

　しかし、県内・国内ともに人口が減少に転じ、今後さらに厳しさを増す自治体

の経営環境において、与えられた経営資源をより一層有効に活用し組織パフォー

マンスを高める方向性を採らざるを得ない現況にあると考えるが、そのような状

況においては、「人」「情報」についても深く考察せざるを得ない。

　組織マネジメントを考える際に「人材」という用語を用いることがあるがここ

では敢えて「ヒューマンリソース（人財）｣ という用語を用いたい。

　組織における「ヒューマンリソース（人財）」が有する能力すなわち知識・経験・

創造力は最大の資源であり、そのモチベーションとモラールの維持向上が組織パ
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フォーマンスの向上に資するものと考えることから「人」を単なる労働力として

の視点ではなく、組織が有する行政資源であるという視点からとらえ、「ヒュー

マンリソース（人財）」という表現を用いることとした。

　以上の理由により、今回の包括外部監査では「ヒューマンリソース（人財）」

へ焦点をあてることとした。

　厳しさを増す環境下において、３E（経済性Economy・効率性Effi  cienncy・効

果性Eff ectiveness）の視点により組織をより一層合理的な姿へと変革し、更なる

組織パフォーマンスの向上とシナジーの享受ができるならば、財政健全化と公的

サービスの維持・向上という二つの命題を達成し、組織としての持続可能性（サ

スティナビリティ）をより確実なものとすることができるものと考える。
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Ⅱ　なぜ「育成及び評価、それらの双方向性」なのか

　組織における「ヒューマンリソース（人財）」のモチベーションとモラールの

維持と向上は組織パフォーマンスを高める観点からは極めて重要である。

　また、「ヒューマンリソース（人財）」の「育成及び評価」はモチベーションと

モラールの維持向上のために短期的な観点はもとより中長期的な観点においても

有用である。

　さらに、「育成及び評価」に加えて「ヒューマンリソース（人財）｣ が組織内に

おいて有効に機能するためには「働く環境の整備」に関しても配慮が必要である。

　「ワークライフバランス」が組織運営の持続可能性を可能ならしめることに資

するとの報告がなされているが ｢働く環境の整備」をより一層進めることにより、

組織内人財が無理なく有する能力を十分に発揮できるチャンスをさらに広げ、組

織全体のパフォーマンスの向上を図ることが必要であると考える。

　ところで、「育成・評価」「働く環境の整備」の組織内での仕組みはある程度は

整備されているとしても、それぞれの仕組みがより有効に機能するためには、必

要に応じて仕組み間での緊密な連携を取り合うことも必要である。

　このためには、仕組みを司る担当部署間や、仕組みを活用する組織内人財と仕

組みを司る担当部署との間等における双方向的コミュニケーションが必要であ

る。

　強調しておくが、一方的ではない双方向性を有するコミュニケーションが組織

マネジメントを考えるうえで極めて重要である。

　組織においては本来の意味での双方向性を有したコミュニケーションが不足す

れば組織構成員間での意思疎通の行き違いが生じ、整備される仕組みの設計や運

用上の不具合が生じるリスクが高まるからである。

　双方向性を有するコミュニケーションにおいては「一方的な伝達」だけではな

く「双方向的な対話」が行われることで初めて期待される成果を生み出すことが

できると考える。

　一対一での場はもとより多人数が集まる場においても双方向性を有するコミュ

ニケーションが活性化すれば、意思疎通の行き違いを避け、参加者は議論の本質

により一層近づくことが可能となり、そのことで参加者の多様性を生かした適切
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な意思決定を行うことができるものと考えるからである。

　「双方向的な対話」を行うためにはそれに適した時間が与えられなければなら

ない。その時間を生み出すためにはアイドルタイムを排するとともにルーティン

ワークや単純な伝達に要する時間を節約することが有効である。

　アイドルタイムの排除やルーティンワークや単純な伝達に要する時間を節約す

るためには情報通信技術（ICT）の活用は有効であることから島根県においても

積極的な整備が進められているところである。

　したがって、情報通信技術の整備・運用状況に関しても「働く環境の整備」に

関連する事項として取り上げることとした。
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第６　監査の実施期間

　平成22年４月から平成23年３月まで

第７　監査の体制

　監査委員との協議を経て、下記の者を補助者とした。

　　平川眞代　（学識経験者）

　　利弘　健　（公認会計士）

　　吉田朝香　（学識経験者）

第８　利害関係

　監査の対象とした事件に関し、包括外部監査人及び補助者は地方自治法第252

条の29に規定する利害関係はない。
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第２章　包括外部監査の結果及び意見

第１　総括
Ⅰ　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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Ⅱ　指摘事項

1　ヒューマンリソースの育成

　平成21年度における自治研修所所管選択研修に関して、計画時における定員数

に対する修了者実数の比率が50％を下回るものが散見される。

　また、当該選択研修に関して、研修終了後において職場での情報共有や自己学

習がどのように取り組まれているかについての調査を行い、研修成果の活用促進

につなげていくことを目的としたアンケート調査が行われているが、アンケート

回収率は50％を下回る結果となっている。

　平成19年12月に制定された島根県人材育成基本方針では、職員の更なる意識改

革・資質向上に向けて、職員一人ひとりの自らを変えようとする「意欲」を基本

とし、その意欲を引き出すための支援を積極的に行っていくための具体的施策の

展開のなかで、職場・職員の研修ニーズの把握や必要科目の柔軟な見直しによる

選択研修科目設定の充実を図ることが示されている。

　選択研修は職員の自律的な能力開発の推進により意識改革・資質向上を目指

し、組織力の向上を実現するための施策であり、また、限られた経営資源をより

効果的に運用しなければならないという観点において、職員間における相互連携

を深め、内容の充実に努められたい。

　また、自治研修所所管及び島根県教育センター所管の諸室では現行における研

修計画だけでは充分な施設活用が困難であるため、会議等による利用により施設

の有効活用が行われているものの、施設の年間稼働率は50％を下回る状況となっ

ている。

　限られた行政資源をより効率的に運用しなければならないという観点におい

て、関連部署との相互連携を深め、施設の有効活用に努められたい。



13

2　ヒューマンリソースの評価

　平成17年６月から管理職を対象として運用が開始された島根県人事評価制度

は、平成21年度下期から一般職を含め運用が行われている。

　また、教育職員を対象とした島根県教職員人事評価制度は平成18年度から運用

が開始されている。

　制度の運用実態等の検証を行い、現行制度をよりよいものとするため両制度と

もにアンケートが実施されているが、平成21年度のアンケートにおいて島根県人

事評価制度に関しては、制度の周知及び公平性の確保に向けて改善の余地が残さ

れているとの見方ができる結果となっている。他方、島根県教職員人事評価制度

に関しては制度の周知及び公平性の確保は一定程度達成されているとの見方がで

きる結果となっている。

　また、アンケート回収率に関しては島根県人事評価制度の26.4％に対し、島根

県教職員評価制度は抽出調査ではあるが100％に近い結果となっている。

　平成19年12月に制定された島根県人材育成基本方針では、職員の更なる意識改

革・資質向上に向けて、職員一人ひとりの自らを変えようとする「意欲」を基本

とし、その意欲を引き出すための支援を積極的に行っていくための具体的施策の

展開のなかで、職員の強み・弱みを明らかにし、被考課者と考課者との面接の中

で、今後の能力開発に関する意見交換などを通じて、互いに相談しながら能力開

発に取り組んでいくという意味において、人事評価制度を人財育成のための重要

なツールとして積極的に活用していくことが必要であると示されている。

　人事評価制度は職員の自律的な能力開発の推進による意識改革・資質向上を目

指し、組織力の向上を実現するための施策であり、また、限られた人的経営資源

をより効果的に運用しなければならないという観点において、制度の確実な運用

に努められたい。

　また、島根県人事評価制度の対象者のうち管理職に対しては人事評価の結果が

勤勉手当に反映されている。教育職員の人事評価の結果を給与等に反映すべきか

否かに関しては議論の分かれるところであろうが、教育職員の仕事への動機づけ

として人事評価の結果を活用することに関して検討を行うことは必要であろう。



14

　アンケート結果からは島根県職員人事評価制度の周知及び公平性の確保は一定

程度達成されたとの見方ができると考えるが、これらの状況を踏まえながら、限

られた行政資源をより効果的に配分し、教育職員の意欲を高め組織力を向上させ

る観点において、学校現場の実態に応じて教職員人事評価制度の評価結果の処遇

等への活用のあり方について検討に着手されたい。
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3　働く環境の整備

　知事部局における時間外勤務及び有給休暇の消化の状況については部課間また

は個人間での差異が認められる。

　また、県立学校における教職員の在校時間及び有給休暇消化の状況には学校内

教職員間での差異が認められる。

　組織力の向上を実現するために、意欲をもち業務に取り組む職員の動機づけを

阻害することなく、限られた行政資源（人財）を再配置し、または業務遂行体制

の一層の工夫や見直しを行うことで、より効率的で効果的な人的資源配分に努め

られたい。

　なお、県立学校における教職員の在校時間及び有給休暇の消化の状況の把握と

管理は各学校に委ねられている。教育委員会においても学校現場に応じた管理の

手法を検討されたい。

　平成19年12月に制定された島根県人材育成基本方針では、職員の更なる意識改

革・資質向上に向けて、職員一人ひとりの自らを変えようとする「意欲」を基本

とし、その意欲を引き出すための支援を積極的に行っていくための具体的施策の

展開のなかで、健康の保持増進のための環境整備・男女がともに能力を発揮でき

る職場環境の整備などに努めていくことが示されている。

　心身の健康・保持増進を目的とする定期健康診断は労働安全衛生法第66条の定

めにより職員全員の受診が義務付けられているが、現状の受診率は100％に満た

ないため、職員が能力を最大限発揮するためにも引き続き受診率の向上にむけて

努められたい。

　また、同じく島根県人材育成基本方針では、性別による固定的な職務分担意識

を改め、男女が対等なパートナーとして、政策・方針の立案及び決定に参画し、

共に責任を担う職場づくりを進める方向性が示されている。職員の男女比率と管

理職の男女比率をみる限りにおいては、現状においては必ずしもこの方向性が実

現されていない面がある。近年、新規採用者における女性の割合は増加の傾向に

あり、引き続き男女の公平な処遇の推進に努められたい。

　なお、育児休業等対象者のうち取得者の割合は女性に比して男性が極めて少な

い。男性職員が子育てがしやすい職場環境整備にむけて引き続き努められたい。

　介護休業等の取得実績は極めて少数にとどまっているが、ワークライフバラン

スの立場にたち、取得の推進に努められたい。
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4　 働く環境の整備（知事部局及び教育委員会における職員宿舎と住居手当の支給

状況について）

　平成21年度行政監査の結果に関する報告において「各部局の職員宿舎の担当課

による職員宿舎のすべてについて一体的に管理運営するシステムの構築に取り組

まれたい」との報告がなされ、当該報告に基づき講じた措置として「各部局職員

担当課で定期的に連絡会議を開催し、宿舎の相互利用などを協議して、部局を超

えた宿舎の有効利用策を検討していくこととしている」との処理方針・措置状況

の通知が行われている。

　監査実施時点において知事部局・教育委員会合わせ400戸近い職員宿舎が空室

となっている。

　また、自ら居住するために住宅を借受け、月額12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員または教育職員に対しては住居手当が支給されるが、県が設置する公

舎を貸与されている職員及び教育職員への住居手当の支給は行われない仕組みと

なっている。

　空き室となっている宿舎のなかには老朽化が進む物件もあり、ライフスタイル

の変化など設備が旧式化している場合も見受けられる。また、そもそも居住の場

を職員または教育職員に対して強制することはできない。

　しかし、職員宿舎の利用が進めば住居手当の支給は減少する関係にあるため、

限られた行政資源を経済的・効率的に運用しなければならない観点において、引

き続き職員宿舎の有効利用に努められたい。
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5　働く環境の整備（県職員のICT環境について）

　教育職員が業務に利用するパーソナルコンピュータは各自に一台が配備される

が、現状では情報漏洩対策のためインターネット環境への接続は行われていない。

そのため現状では上記とは別に約800台のパーソナルコンピュータが配備され、

教育職員はこれを活用することで電子メールの利用、教職員の情報共有や必要書

類のダウンロードなどができる仕組みが構築されているウェブ上の「島根県教育

用ポータルサイト」の活用、その他のウェブサイトへのアクセスによる情報収集

等を行っている。

　民間セクターにおいては情報通信テクノロジーの活用による生産性の向上に余

念がなく、また市民生活においても携帯端末やパーソナルコンピュータ等による

通信手段を活用した生活が既に定着している。このような社会環境において働く

環境の整備という視点からは現状における教育職員用のネットワークの整備状況

は十分であるとはいえない。

　また、各人に配備されるパーソナルコンピュータとは別途配備されるコンピュ

ータ設備は限られた行政資源を経済的・効率的に運用する観点において改善の余

地がある。

　情報の共有化による業務連携と内部事務の迅速化を図り、無駄のない行政シス

テムを構築するために教育職員用のネットワークの最適化の実現を図られたい。

　また、教育職員用パーソナルコンピュータの調達は教育委員会高校教育課が仕

様を決定し予定価格の積算及び入札を行っているが、知事部局情報政策課におい

て調達が行われる行政ネットワーク用パーソナルコンピュータと比較して、ほぼ

同様のスぺックでありながら約1.4倍の調達コストを要している試算結果となる

事例が見受けられた。

　限られた行政資源の経済的・効率的・効果的活用を図る観点において、パーソ

ナルコンピュータの調達における契約・積算方法などについて知事部局・教育委

員会での情報交換を深めることで、より合理的な調達を図られたい。

　なお、教育職員用パーソナルコンピュータの故障時に備え代替機を配備してい

るが、代替機を長期間貸し出す事例が見受けられ、また納入業者へ預けられてい

る現物の定期的な現物確認が実施されていない。

　限られた行政資源の効率的活用の観点から、代替機の運用及び管理の改善に努

められたい。
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第２　各論
Ⅰ　ヒューマンリソースの育成

１　監査の対象

（知事部局）

　近年、県民ニーズの多様化・高度化、地方分権の進展と道州制の動き、公務

員制度改革の進展など社会経済情勢がめまぐるしく変化する中で島根県はこれ

までにない厳しい局面を迎えている。

　また、公務員を取り巻く環境も大きく変わってきており、更なる財政健全化

と行政の効率化・スリム化、定員削減と採用削減による若年層職員の減少とい

った、解決していかなければならない重大な課題を抱えている。

　このような環境に適応すべく島根県人材育成基本方針では、自律的な能力開

発の推進、学習的な職場環境づくり、十分に能力発揮できる環境整備を取り組

みのポイントとして、また、「職場の人材（財）育成（職場研修）」、「職場外研

修」それぞれの施策が相互に連携し、人財育成に総合的に取り組むことができ

る仕組みをつくることにより、より効果的な人財育成の推進を目指している。

　職場外研修については「自治研修所研修」、「派遣研修」、「部局別研修・専門

研修」、「自己啓発支援」が展開されているが今回の包括外部監査では「自治研

修所研修」に限定して監査を実施した。

　また、職場研修に関しては財政的支出を伴わない場合が多いことから今回の

包括外部監査の対象から除外している。

（教育委員会）

　社会の変化や時代のニーズにこたえる学校教育の実現には、教職員の職務に

応じた資質・能力の向上が不可欠であり、特に、今日の学校では、いじめ、暴

力行為などの問題行動や不登校、いわゆる学級崩壊などの深刻な問題も生じて
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おり、教職員は教科指導とともに、生徒指導や学級経営等でもその資質・能力

を向上させることが必要である。

　教職員として求められる基本的な資質・能力は、普遍的でいつの時代にも求

められるものと、社会の変化に対応してその時々に求められるものに分類され

るが、島根県教育委員会では「島根県の教職員として求められる基本的な資質・

能力」を、「豊かな人間性と教職に対する使命感」、「子どもの心身の発達と心

の動きに対する理解と対応」、「職務にかかわる専門的知識・技能及び態度」の

３つを大きな柱として定め、「県教育委員会が実施する研修」と「学校や教育

研究団体・市町村教育委員会等が実施する研修」に分類し、ヒューマンリソー

スの育成に努めている。

　「県教育委員会が実施する研修」は、さらに「県教育委員会が参加者を指定

したり、推薦したりする研修（教職経験年数に応じた研修・各主任研修・管理

職研修・テーマ研修・派遣研修）」と「参加者の自主的参加による研修（能力

開発研修）」に分類される。

　今回の包括外部監査では、このうち「県教育委員会が実施する研修」につい

て監査を実施した。

（自治研修所・島根県教育センター）

　島根県では研修実施施設として自治研修所、島根県教育センター、島根県教

育センター浜田教育センターを維持管理している。（平成20年度までは松江教

育センターと浜田教育センターは独立していたが、平成21年度組織改正により、

島根県教育センターが設置され、浜田教育センターはその支所となった。）

　自治研修所及び島根県教育センターは同一の施設内に所在するため、施設管

理の状況の把握において合わせて監査を実施することが適当と考えこの２か所

を監査の対象として選定した。

　島根県教育センター浜田教育センターに関しては今回の包括外部監査におい

ては監査対象から除外している。
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2　実施した監査手続

　実施した監査手続は下記のとおり。

●研修にかかる予算執行（支出負担行為）に関わる事務管理担当部署へのヒアリ

ングと関連資料の査閲及びその内容検討

●自治研修所及び島根県教育センターでの研修実施状況に関するヒアリングと関

連資料の査閲及びその内容検討

●自治研修所及び島根県教育センターにおける施設維持管理に関するヒアリング

と関連資料の査閲及びその内容検討

　ただし、いずれも全ての帳票、証拠書類等について査閲したものではなく、監

査は試査の方法により監査人が抽出した箇所について手続きを行ったものであ

る。
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3　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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4　指摘事項

（１）知事部局自治研修所における研修実施実績について

●選択研修計画時における定員数と修了者数実数の比率について検討を行っ
たところ、達成割合が50％を下回るものが散見された。達成割合が低いも
のに関しては、人財育成における研修の重要性、そして、限られた行政資
源の有効活用の観点から、研修内容の見直しにおかれては関連部署との双
方向的なコミュニケーションや連携を深めさらなる研修内容の充実を目指
されたい。

知事部局自治研修所研修計画達成率
平成21年度 受講者数

県 市町村受託分 合計
計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 計画 実績 達成率
定員数 修了者数 定員数 修了者数 定員数 修了者数

選択研修
法務能力開発
条例規則の読み方・作り方講座（東部） 20 5 25％ 20 15 75％ 40 20 50％
条例規則の読み方・作り方講座（西部） 20 2 10％ 20 28 140％ 40 30 75％
知っておきたい法律の基礎（東部） 20 23 115％ 20 11 55％ 40 34 85％
知っておきたい法律の基礎（西部） 20 11 55％ 20 11 55％ 40 22 55％
基礎から学ぶ行政法入門 20 17 85％ 20 33 165％ 40 50 125％
民法入門（東部） 20 18 90％ 20 28 140％ 40 46 115％
民法入門（西部） 20 8 40％ 20 27 135％ 40 35 88％
自治体争訴入門 20 27 135％ 20 9 45％ 40 36 90％

業務遂行能力開発
財務諸表基礎 60 41 68％ 60 49 82％ 120 90 75％
経営分析 20 9 45％ 20 16 80％ 40 25 63％
自治体財務入門 20 33 165％ 20 15 75％ 40 48 120％
チーム力強化（東部） 40 48 120％ 40 29 73％ 80 77 96％
チーム力強化（西部） 20 12 60％ 20 12 60％ 40 24 60％
会議運営スキルアップ（東部） 20 20 100％ 20 22 110％ 40 42 105％
会議運営スキルアップ（西部） 20 9 45％ 20 14 70％ 40 23 58％
説得力をアップする図解表現（東部） 20 20 100％ 20 14 70％ 40 34 85％
説得力をアップする図解表現（西部） 20 21 105％ 20 14 70％ 40 35 88％
自治体の危機管理（東部） 40 66 165％ 40 27 68％ 80 93 116％
自治体の危機管理（西部） 20 19 95％ 20 16 80％ 40 35 88％
自治体の危機管理（隠岐） 20 16 80％ 20 13 65％ 40 29 73％

対人能力開発
CS（住民満足）向上（東部） 20 17 85％ 20 18 90％ 40 35 88％
CS（住民満足）向上（西部） 20 8 40％ 20 25 125％ 40 33 83％
プレゼンテーション（東部） 20 22 110％ 20 16 80％ 40 38 95％
プレゼンテーション（西部） 20 7 35％ 20 12 60％ 40 19 48％
ファシリテーション（対話促進） 20 12 60％ 20 6 30％ 40 18 45％
クレーム対応（東部） 20 22 110％ 20 15 75％ 40 37 93％
クレーム対応（西部） 20 10 50％ 20 11 55％ 40 21 53％
コーチング（東部） 40 39 98％ 40 26 65％ 80 65 81％
コーチング（西部） 20 8 40％ 20 12 60％ 40 20 50％
部下・後輩育成（東部） 40 27 68％ 40 20 50％ 80 47 59％
部下・後輩育成（西部） 20 10 50％ 20 9 45％ 40 19 48％

政策形成能力開発
行政に活かすマーケティング 20 15 75％ 20 10 50％ 40 25 63％
自治体法務入門 20 36 180％ 20 14 70％ 40 50 125％
創造性開発 20 15 75％ 20 23 115％ 40 38 95％
問題解決能力向上（東部） 20 28 140％ 20 23 115％ 40 51 128％
問題解決能力向上（西部） 20 10 50％ 20 11 55％ 40 21 53％
住民協働の政策づくり（東部） 20 9 45％ 20 8 40％ 40 17 43％
住民協働の政策づくり（西部） 20 6 30％ 20 7 35％ 40 13 33％

能力開発支援研修
キャリアデザイン研修（東部） 20 13 65％ 20 11 55％ 40 24 60％
キャリアデザイン研修（西部） 20 3 15％ 20 13 65％ 40 16 40％

職場研修活性化研修
人材育成推進員研修 360 308 86％ 360 308 86％
接遇指導者養成研修（東部） 25 16 64％ 25 11 44％ 50 27 54％
接遇指導者養成研修（西部） 25 8 32％ 25 24 96％ 50 32 64％
研修企画担当者養成研修 20 17 85％ 20 15 75％ 40 32 80％
職場研修講師派遣等支援事業（公務員倫理） 375 320 85％ 375 320 85％
職場研修講師派遣等支援事業（接遇） 300 235 78％ 300 235 78％

特別セミナー
トップセミナー 65 32 49％ 65 31 48％ 130 63 48％
行政・企業交流セミナー 5 5 100％ 5 5 100％
若手職員交流セミナー 5 5 100％ 5 5 100％
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（２）自治研修所における選択研修フォローアップアンケートについて

●アンケートへの積極的な参加を促されることで、研修計画策定者側と研修

受講側でのより一層のコミュニケーションを深められ、さらなる研修内容

の充実に努められたい。

　研修で得られた知識や技術が広く共有され、かつ、日常の業務に活かされるよ

う、島根県では平成21年度の重点的な取り組みとして“職場における研修成果の

活用”を掲げている。これを受け平成21年12月には選択研修フォローアップアン

ケートが実施され、翌年３月にはその調査報告が行われている。

　今回のアンケート調査報告では研修成果の活用にむけた取り組み（情報共有、

自己学習）、研修結果の職場での活用状況、活用事例が報告され、これをもとに

上司等からのアドバイスの有無による比較分析、研修終了時の研修評価調査票と

の比較分析が行われ、今後の研修が更なる効果を生み出すべく提言が行われ一定

の成果を生み出しているものと考えられる。

　ところで、今回のアンケートは任意回答となっているため全員からの回答は得

ておらず、回収率は50％を下回る結果となっている。

　（１）で指摘しているが、計画時における参加予定人数に対する実際の参加人

数の割合が50％を下回る研修が散見される実情やアンケート実施の趣旨に鑑みる

ならば、今後はアンケートへの積極的参加を促されることで、研修計画策定者側

と研修受講側でのより一層の双方向的なコミュニケーションを深められたい。
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　今回のアンケートの状況は下記のとおり

対象講座：選択研修上期実施の業務遂行能力と対人能力開発コースの９講座

 対象人数 回答人数 回収率

　県職員 304名 138名 45％

　市町村職員 254名 170名 67％

＊市町村から研修受託を行っているため市町村職員へもアンケートを実施した。
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（３）自治研修所及び島根県教育センターの施設稼働率・利用状況について

　

●維持管理費用は固定的コストである性格が強く、また今後は施設老朽化に

よる設備取替などの新たなコストが発生することも考えられることから、

関連部署間での緊密なコミュニケーションによりさらなる施設の有効活用

に努められたい。

　県保有施設の有効活用という観点から、現行における研修計画だけでは研修施

設が十分に活用することが困難であるため、会議での施設の利用等により施設の

有効活用が行われている。

　しかし、自治研修所所管の諸室及び島根県教育センター所管の諸室では会議等

による活用を含めた施設全体としても施設の年間稼働率は50％を下回る状況とな

っている。

　これらの施設維持関係予算（平成21年度）は下記のとおり

　　自治研修所　　　　　　　　42,953千円

　　島根県教育センター　　　　26,390千円
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（自治研修所所管の諸室（研修室・講堂）の使途別稼働率）

 平成21年度 平成20年度

研修（準備含む）

　利用部屋数（延べ） 213　  212　

　稼働率 18％ 17％

その他（会議等）

　利用部屋数（延べ）　 352　  333　

　稼働率 29％ 27％

合計

　利用部屋数（延べ）　 565　  545　

　稼働率 47％ 44％

月別稼働率の推移

　　４ 58％ 32％

　　５ 43％ 35％

　　６ 49％ 42％

　　７ 57％ 56％

　　８ 62％ 64％

　　９ 47％ 65％

　　10 59％ 51％

　　11 46％ 61％

　　12 24％ 27％

　　１ 44％ 27％

　　２ 47％ 36％

　　３ 19％ 30％
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（島根県教育センター所管の諸室の使途別稼働率）

 平成21年度 平成20年度

研修（準備含む）　　　　　

　利用部屋数（延べ） 364　 447　

　稼働率 21％ 25％

その他（会議等）

　利用部屋数（延べ） 219　  150　

　稼働率 13％ 　9％

合計

　利用部屋数（延べ）　　　583　  597　

　稼働率 34％ 34％

月別稼働率の推移

　　４ 16％ 16％

　　５ 33％ 33％

　　６ 41％ 40％

　　７ 53％ 49％

　　８ 65％ 58％

　　９ 29％ 34％

　　10 40％ 52％

　　11 38％ 43％

　　12 25％ 19％

　　１ 23％ 24％

　　２ 32％ 24％

　　３ 15％ 15％
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Ⅱ　ヒューマンリソースの評価

1　監査の対象

　島根県人事評価制度（管理職・一般職）は全職員を対象に実施されるが、次の

職員については適用対象外となっている。

　●県立学校の教育職員

　●病院会計に属する職員（事務局を除く）

　●警察職員

　●公益法人等への職員の派遣に関する条例の規定による派遣職員

　●再任用職員

　●臨時及び嘱託職員（育休代替職員を除く）

　今回の包括外部監査は知事部局及び教育委員会を監査対象部局としているが、

教育委員会における教育職員にあっては島根県人事評価制度とは別に島根県教職

員評価制度が運用されている。

　したがって、

　島根県人事評価制度及び島根県教職員評価制度に関してその整備状況及び運用

状況について監査を実施した。
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2　実施した監査手続

　島根県人事評価制度、島根県教職員評価制度を監査するに当たって実施した監

査手続は次のとおりである。

　● 人事評価制度の整備にかかる予算執行（支出負担行為）に係る事務管理担当

部署へのヒアリングと関連資料の査閲及び内容検討

　● 島根県人事評価制度及び島根県教職員人事評価制度の整備状況・運用状況に

関する事務管理担当部署、関連部署へのヒアリングと関連資料の査閲及びそ

の内容検討

　● 抽出した部署（教育委員会所管のものについては抽出した学校を含む）に対

する運用状況に関するヒアリングと関連資料の査閲および内容検討

　ただし、いずれも全ての帳票、証拠書類等について査閲したものではなく、監

査は試査の方法により監査人が抽出した箇所について手続きを行ったものであ

る。
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3　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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4　指摘事項

（１）島根県人事評価制度

　①人事評価制度の運用状況について

●現行の人事評価制度は平成17年度上期から管理職に対する運用が開始さ

れ、一般職への適用は平成21年度下期から開始されている。人事評価ア

ンケート（平成21年度実施）では、人事評価制度の周知及び公平性の確

保に向けては改善の余地が残されているという見方ができる結果となっ

ている。一般職への正式適用は平成21年度下期からであるという事情は

あるが平成17年度下期からの試行運用を踏まえたものである。地方公務

員法第40条の規定により、職員の執務について定期的な勤務評定を行い、

その評定の結果に応じた措置を講じなければならないとされているため

人事評価制度の確実な運用の徹底に努められたい。

　アンケート結果の内容は下記のとおり

◎目標設定面接が無かったとの回答の割合（被考課者）

10％（126件／1,209件）

◎上期（４月から９月）目標設定面接の実施時期が７月以降との回答の

割合（被考課者）

２％（22件／1,209件）

◎目標設定にあたっての上司との話し合いが簡単に終わったとの回答の

割合（被考課者）

23％（278件／1,209件）

◎フィードバック面接をほとんど受けたことがないとの回答の割合（被

考課者）

６％（69件／1,209件）
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◎上司からの具体的アドバイスがなかったとの回答の割合（被考課者）

22％（267件／1,209件）

（これらの状況が発生する理由）

・業務多忙

・面接する場所が準備できない

・定例的な事項が多く必要がない

・考課者が人事考課制度のフローについてよく理解していない

・普段の業務のなかで意思疎通が図られている

◎目標設定することで、仕事に対する考え方など変化したことが特にな

いとの回答の割合（被考課者）

42％（510件／1,209件）

◎現行の目標チャレンジについて改善等が必要であるとの回答の割合

（被考課者）

31％（374件／1,209件）

（改善が必要であるとの回答の主な内容）

・個人目標の記載は任意であるとされている

・考課者が個人目標に対してもっとアドバイスした方が良い

◎本人評価（被考課者）について苦慮していることがあるとの回答の割

合（被考課者）

38％（462件／1,209件）

（具体的内容）

・自分の評価の基準や評価方法がどのようになされているかについて理解が不

足しているので被考課者向けに評価基準や評価方法に関する研修をお願いし
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たい

◎考課者に対して意見・要望があるとの回答の割合（被考課者）

20％（240件／1,209件）

（具体的内容）

　　

・フィードバック面接をしっかり実施してほしい

・より具体的に評価結果をフィードバックしてほしい

・今後の課題や期待も込めて、良い点・悪い点の双方をじっくり話し合うこと

が大切である

　なお、同アンケート結果等を踏まえ、「島根県人事評価制度苦情相談実施要領」

が制定され施行されている（平成21年12月28日施行、平成21年度下期より適用）

　また、同様に運用上の問題点や法改正等による制度の見直しなど、必要な対

応策等の協議を行うため人事評価制度運営協議会が設置されている（人事評

価制度運営協議会設置要綱　平成21年12月28日施行、平成22年４月１日最終改

正）。
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②人事評価制度アンケートの回収率について

●人事評価アンケート（平成21年度実施）は人事評価制度の運営実態等の

検証を行い、現行制度をよりよいものとすることを目的として実施され

ているが、その回収率は教育委員会における教職員評価システムに関す

るアンケート（平成21年度実施）の回収率との比較において著しく低い

結果に終わっている。今回のアンケートにおいては制度運用の改善に資

する意見や提案も行われており、今後のアンケート実施におかれては、

アンケート調査実施の趣旨に鑑み回収率の向上に取り組まれたい。

アンケート回収率　　26.4％

　　　　　回答数1,209件

　　　　　対象者数4,580名（推定値）

人事評価制度アンケートの属性

（ア）実施期間：平成21年７月30日～８月14日

（イ） 対象者：知事部局、企業局、病院局（事務局に限る）、議会事務局、教

育委員会及び各委員会事務局の職員（但し、次の職員を除く）

　○部長級及び次長級の職員

　○派遣職員

　○県立学校の教育職員

　○臨時職員、嘱託職員

（ウ）回答方法：匿名とする
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（参考）

　教育委員会における教職員評価システムに関するアンケートの回収率

 管理職 管理職以外の教職員

　　平成17年度　悉皆調査回収率 100％ 91％

　　　　　　　　　　　　回答数 883名 6,005名

　　平成21年度　抽出調査回収率 99.7％ 99.5％

　　　　　　　　　　　　回答数 793名 1,774名
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③補足説明

　人事評価制度の整備にかかる予算の執行状況は概ね次のとおり。

（ア）島根県人事評価制度の設置目的

　地方公務員法第40条の規定により、任命権者は職員の執務について定期的

に勤務成績の評定を行いその結果に応じた措置が講じられなければならな

い。

　島根県では、「島根県職員勤務実績評定要領」に基づき、職員の勤務評定

を行ってきたが、平成17年６月から管理職を対象とした「島根県人事評価制

度（管理職）実施要領」を、平成17年11月には「島根県人事制度（一般職試

行）実施要領」制定し、平成21年10月からは一般職を対象とした島根県人事

評価制度（一般職）実施要領」に基づく人事評価を実施している。

（参考）地方公務員法（昭和25年12月13日法律第261号）
（勤務成績の評定）
第40条 　任命権者は、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その

評定の結果に応じた措置を講じなければならない。
　　２ 　人事委員会は、勤務成績の評定に関する計画の立案その他勤務成績の評

定に関し必要な事項について任命権者に勧告することができる。

（単位：千円）

当初予算 ２月補正 計 主な支出内容

平成15年度 10,000 6,000 16,000 ・新人事制度設計委託料
・職員研修委託料（旅費含む）

平成16年度 10,000 3,675 13,675 ・新人事制度設計委託料
・職員研修委託料（旅費含む）

平成17年度 8,114 ─ 8,114 ・考課者訓練委託料
・一般職対象訓練委託料

平成18年度 6,927 ─ 6,927 ・考課者フォローアップ訓練委託料
・一般職対象訓練委託料

平成19年度 2,886 ─ 2,886 ・考課者フォローアップ訓練委託料
・考課表、多面評価データパンチ委託料

平成20年度 2,524 ─ 2,524 ・考課者フォローアップ訓練委託料
・考課表、多面評価データパンチ委託料

平成21年度 2,465 ─ 2,465 ・考課者フォローアップ訓練委託料
・考課表、多面評価データパンチ委託料

累計 42,916 9,675 52,591
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　これを受け「島根県職員勤務実績評定要領」は平成22年９月14日をもって

廃止された。

　現行の島根県人事評価制度は、平成19年12月に制定された「島根県人材育

成基本方針　～わたしを変える、島根が変わる～ change」に基づき運営が

行われ、その理念は島根県人事評価制度実施要領を通じて「人事評価制度マ

ニュアル」（2010年３月　島根県総務部人事課）に反映されている。

　「島根県人事評価制度（管理職）実施要領」によれば、人事評価制度は、

職員の能力を開発し、発揮された能力を公正に処遇することを通して活力あ

る組織風土の実現を目指すことをその設置目的と位置付けている。

　人材育成基本方針においても、「『活力あるしまね』を築くためには、職員

一人ひとりの更なる意識改革、資質向上が急務であり、そのために、島根県

における人材育成の方向性・方策を明らかにした人材育成基本方針を策定す

る」とされており、そのための重要なツール（道具）として人事評価制度を

積極的に活用する必要があると記載されている。

（参考）島根県人材育成基本方針（平成19年12月制定）
〈第３章〉具体的な施策の展開
Ⅳ．人事評価制度（抜粋）
　人事評価制度では、職員の強み・弱みを明らかにし、被考課者と考課者との
面接の中で、今後の能力開発に関する意見交換などを通じて、互いに相談しな
がら能力開発に取り組んでいくことができます。この意味から、人材育成のた
めの重要なツール（道具）として人事評価制度を積極的に活用していく必要が
あります。
　１．コミュニケーションのためのツール（制度上での面接の義務づけなど）
　２．自律的能力開発のためのツール（強み・弱みの把握、上司の気付きなど）
　３．組織目標の共有と自己啓発のツール（目標管理制度の活用など）

（参考）島根県人事評価制度（管理職）実施要領
１　実施の目的
　人事評価制度は、職員の能力を開発し、発揮された能力を公正に処遇するこ
とを通して活力ある組織風土の実現を目指すものである。
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　また、島根県人事評価制度マニュアルにおいて、職員の能力の向上を図る

ために職務執行上求められる能力や成果をあらかじめ明示したうえで評価す

ることが必要であることから、勤務評価の透明性・公平性・客観性・納得性

の観点から人事評価制度の具体的な内容が定められている。

（イ）島根県人事評価制度の内容

　島根県人事評価制度は、実施要領別に区分けすると次の５つの実施要領（要

綱）により構成されている。

○島根県人事評価制度（管理職）実施要領

○島根県人事評価制度（一般職）実施要領

○島根県人事評価制度（管理職）処遇反映実施要領

○島根県人事評価制度苦情相談実施要領

（参考）島根県人材育成基本方針（平成19年12月制定）
〈第１章〉人材育成基本方針を策定する目的
Ⅱ．目的（抜粋）
　「活力あるしまね」を築くためには、職員一人ひとりの更なる意識改革、資
質向上が急務であり、そのために、島根県における人材育成の方向性・方策を
明らかにした人材育成基本方針を策定します。

（参考）島根県人事評価制度マニュアル
２．人事評価制度の概要
　（１）制度設計の基本的な考え（抜粋）
　職員の能力の向上を図るには、職員に対し、職務執行上求められる能力や
成果をあらかじめ明示したうえで、発揮された能力や業績を公正に評価する
ことが必要となります。
　そこで、以下の仕組みを基本として、当制度を設計しています。

①　 県の職務実態にあった評価基準を策定し、公表する【透明性】
　　⇒「考課基準」＝人事考課表の考課項目、内容、着眼点・行動
②　 事実に基づき、考課項目・要素ごとに分析し、絶対評価を行う【公平・
公正性】【客観性】

③　 人事評価を能力開発につなげるため、考課内容（本人の強み・弱み、来
期への改善点を本人に正しく伝える【納得性】

　　⇒フィードバック面接制度
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○人事評価制度に係る上司多面評価実施要領

○人事評価制度運営協議会設置要綱

Ａ　人事評価制度（管理職・一般職）の内容

　人事評価制度の内容は「人事評価制度マニュアル（2010年３月）」に詳

細が具体的に規定されているが、概ね下記の内容となっている。

（ａ）適用対象者

　全職員が対象である。ただし、原則として次に掲げる職員を除く。

病院会計に属する職員（事務局を除く）

県立学校の教育職員

警察職員

公益法人等への職員の派遣等に関する条例の規定による派遣職員

再任用職員

臨時及び嘱託職員（育休代替職員は評価対象）

（ｂ）適用対象期間・実施時期

　評価対象期間が４月１日から９月30日までの間（上期）における評価

は９月に実施し、評価対象期間が10月１日から翌年３月31日までの間（下

期）における評価は３月に実施する。

（ｃ）考課表の種類と適用対象者

　考課表は、管理職用、一般職用、それぞれについて職位、職種により

区分して整備されており、被評価者各人別に該当する考課表を使用する

ものとする。

（ｄ）考課者区分

　考課者と被考課者の関係は、原則として次のとおりである。なお、所

属ごとの考課者区分も事前に一覧表に定義されている。なお、地方機関

についても下記に準じて設定される。
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（ｅ）考課の領域

　島根県人事評価制度マニュアルにおいては、考課領域をそれぞれの特

性から３つに区分し、それぞれにおける評価の理念を定義している。

被考課者 １次考課者 ２次考課者

部長級 副知事 ─

次長級 部長 副知事

課長級 次長 部長

調整監級 課長 次長

グループリーダー級 課長 次長

一般職層 グループリーダー等 課長

領域名 特　　　　性

業績考課領域

【結果だけをみる領域】
・ 個人の業務における成果（＝業績）並びに目標管理
制度で設定した目標の達成度を考課対象とする。

・ 外部条件や取組姿勢は評価しない。

意識姿勢考課領域

【結果はみない領域】
・ 職務への取り組み姿勢や意欲・勤務態度を考課対象
とする。

・ 意識姿勢は業績や能力とは必ずしも一致しない。

能力考課領域

【行動＋結果で測定する領域】
・ 職務遂行で発揮した能力レベルを考課対象とする
（能力のレベルは、職員が果たすべき役割・行動や
備えるべき職務遂行能力を規定した「等級基準書」
の考課項目で評価する）。

・ 能力は業績と必ずしも一致しない。
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（ｆ）等級基準書

　「級別職務分類基準表」、「行政組織規則の職制」などから、職員が「果

たすべき役割・行動」や「備えるべき職務遂行能力」の観点で整理、具

体化したものであり、組織（県）が構成員（職員）に対する期待値その

ものとして整備されている。また職員にとってみれば「職員としての目

標レベル」を示すものであり、日々の職務や能力開発の目標となるもの

である。したがって等級基準書は、「考課基準」としても機能すること

となる。

　なお、等級基準書は、職員意識調査アンケート、幹部職員等へのヒア

リングにより把握した職員の意識や行動・能力の実態を基礎に策定され

ている。

【参考：等級基準書と考課表（能力考課領域）との関係】
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（ｇ）基準課業一覧表

　各所属の各グループを単位として、代表的な業務を職位毎にリスト化

したものであり、リストの項目は次のとおりである。

職位階層

職掌事務

基準課業名

業務の流れ・行動プロセス・内容

注意ポイント／期待レベル／発生しやすいミス

知識・資格・研修

必要能力項目（１）

必要能力項目（２）

　基準課業一覧表は、目標設定及び目標設定面接時の資料として、期末

における本人評価、考課者による考課（１次・２次）時の資料として、

また業務改善改革を検討する際の資料として活用するものとされている

が、異動時の引継資料としても利用可能である。

（ｈ）目標管理制度・目標チャレンジ制度

　毎期首に、職員は目標を設定し、通常業務に加えてその目標の達成に

向けて取り組むこととされている。制度としては、グループリーダー級

以上は「目標管理制度」、グループリーダー級未満は「目標チャレンジ

制度」として整備されている。なお、グループリーダー以上必ず目標管

理制度に則って職務を遂行することとされ、グループリーダー未満は目

標チャレンジ制度に則った職務遂行は任意とされている点で両者は異な

る。
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【制度概要】

　設定する目標については、目標設定面接において、被考課者、１次考

課者合意の元で次のとおり設定するものとされている。

【目標設定の手順】

［１］組織目標

　総合計画の成果指標を具体化するための行動目標、各年度において重点的
に取り組まなければならない個人担当業務、上位者からの個別の特命事項な
どを組織目標とする。
［２］改革・改善目標

　生産性向上の観点から、業務の進め方を従来と異なる方法に変更する目標
を、改革・改善目標とする。

［Ａ所属長］
上位方針に基
づき、所属の
目標を立てる

［Ｇ課長］
Ａ所属長と期首ミ
ーティング⇒コピ
ーをＧ課長へ
グループの目標を
立てる

［担当］
目標を設定
↓

Ｇ課長と目標設定面接
↓

目標決定

考課表をＧ課長へ提出
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（ｉ）考課段階

　３つの考課領域（業績・意識姿勢・能力）の各考課項目が、等級基準

書の等級基準、人事考課表の定義、着眼点、行動に対してどの程度のレ

ベルにあったかの判断は、次の５段階（Ｓ+、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ）で行う。

　上表における「期待どおり」とは、『「組織の設定した期待（着眼点等）」

に達していた＝Ａ』と定義される。

　また、考課上の留意事項として、１次、２次考課とも絶対評価で行い、

さらに考課者は１次、２次とも各々完全に独立し、各自の責任において

考課を行い、両者間での相談、調整、修正、または考課者同士の相談、

調整は行わないよう求められている。

考課
段階

業績考課 意識姿勢考課 能力考課

Ｓ+

　期待を大幅に上回る成果
を上げた。
　上位等級・職位でもＡに
相当する成果を上げた。

　他に模範となるほどの意
識・姿勢であり、実際に他に
好影響を及ぼした。

　等級基準が期待するレベル
を大幅に上回る。
　上位等級でもＡに相当する
レベル。

Ｓ
　期待を上回る成果を上げ
た。

　期待を上回る意識・姿勢が
見られた（常に着眼点どおり
の行動）。

　等級基準が期待するレベル
を上回る。

Ａ
　概ね期待どおりの成果を
達成した。

　ほぼ期待どおりの意識・姿
勢が見られた。

　概ね等級基準が期待するレ
ベルにある。

Ｂ
　業務はかろうじて遂行さ
れたが、期待を下回る成果
であった。

　期待される意識・姿勢は特
に見られなかった（期待以下
の意識・姿勢であった）。

　等級基準が期待する能力レ
ベルを下回る。

Ｃ
　期待を大幅に下回る成果
であった。
　業務に支障をきたした。

　期待を大幅に下回る意識・
姿勢であった。
　他に悪影響を及ぼした。

　等級基準が期待するレベル
を大幅に下回る。
　業務に支障をきたすレベ
ル。
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【考課の流れ】

（ｊ）面接

　面接は、島根県人事評価制度マニュアルにおいて職員の能力開発・資

質向上を図る上で非常に重要なものとして位置づけられており、目標設

定面接及びフィードバック面接が必須のものとしてルール化されてい

る。

面接の種類 実施時期 留意点等

目標設定面接

【管理職】
上期　４月
下期　10月
【一般職】
上期　５月上旬
下期　10月下旬

① 目標設定面接を行う前に、１次
考課者は被考課者に方針を明示
する。

② 目標設定面接では、被考課者が
設定した目標等を確認する。被
考課者との協議の上、必要があ
れば修正する。

フィードバック面接

【管理職】
上期　９月
下期　３月
【一般職】
上期　９月上旬
下期　３月下旬

① 目標の達成度等について被考課
者へフィードバックする（考課
結果を通知するものではなく、
次期以降の育成と目標達成を主
眼として行う）。
② 被考課者が記入した目標達成度
や考課表の本人評価について話
し合う。

［本人評価］
被考課者自身で今期を振
り返り、事実測定した上
で本人評価を行う。
⇒本人評価後、考課表を
１次考課者へ提出

［１次考課者］
仮考課
↓

フィードバック面接
⇒被考課者への指導・
助言等【１次考課確定】

所属とりまとめ
↓

人事課へ提出
↓

管理職は処遇反映
（勤勉手当成績率）

［２次考課者］
１次考課を確認

↓
２次考課

【最終確定】
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（ｋ）苦情相談制度

　一般職の本格実施（平成21年度下期から）に伴い、管理職員及び一般

職員共通の苦情相談制度が構築されている。

〈参考〉人事評価制度苦情相談フロー（例）
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B　評価の通年フロー（スケジュール）

　人事評価制度マニュアルにおいて、人事評価制度運用に係るマスタ・ス

ケジュールが次のとおり定義されている。

【管理職】
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【一般職】（平成21年度下期から運用）
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C　島根県人事評価制度（管理職）処遇反映実施要領

　一定の管理職（考課様式１から考課様式５を使用する職員）については、

考課結果を処遇に反映させている。

（参考）人事評価制度（管理職）処遇反映実施要領
（平成18年４月１日施行、平成22年４月１日最終改訂）

３．反映する処遇
　　　勤勉手当
４．勤勉手当への反映
　（１）反映方法
　評価結果を点数化し、次表のとおり相対区分処理を行い、直近の勤勉手当
支給時に、区分に応じて成績率（支給月数）を決定する。

　　＊不良の取り扱い
　　　・懲戒処分を受けた職員
　　　　　部次長級　　戒告　0.66月　　減給　0.46月　　停職　0.26月
　　　　　課長級　　　戒告   0.51月　　減給　0.41月　　停職　0.31月
　　　・評価結果がオールＢ相当以下　Ⅲ区分の１／２
　（２）相対区分処理を行う範囲
　　　①考課様式１、考課様式２及び考課様式４（部次長級）
　　　　　部長級、次長級ごとに相対区分処理を行う。
　　　②考課様式３及び考課様式５（課長級）
　　　　　次の場合を除き、部局別に相対区分処理を行う。
　　　　　ア） 政策企画局、総務部、出納局、議会事務局、人事委員会事務局、

監査委員事務局及び労働委員会事務局は、一括して相対区分処理
を行う。

　　　　　イ） 健康福祉部及び県立病院局は一括して相対区分処理を行う。
　　　　　ウ） 西部県民センター商工労政事務所長及び東京事務所産業振興部長

は商工労働部で、隠岐支庁県土整備局及び各県土整備事務所農林
工務部長、並びに中山間地域研究センター農林技術部長は農林水
産部で、それぞれ相対区分処理を行う。

　（３）反映結果の被考課者への通知
　　相対区分を被考課者のみに通知する。

相対区分 分布割合
成　　　績　　　率

考課様式１、２、４ 考課様式３、５
Ⅰ 10％以内 0.96月 0.79月
Ⅱ 30％以内 0.91月 0.725月
Ⅲ 60％程度 0.86月 0.66月
不良 ─ 0.86月以下 0.96月以下
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D　上司多面評価制度

　上司多面評価制度は、上司のマネジメントに対し部下がどう感じてい

るかを伝えることで、上司に気づき、行動改善を促すことを目的として

いる。

　ただし、人事評価マニュアルによれば上司の考課や処遇反映に影響は

されない。

　なお、上表の「考課様式６及び７を使用する職員」とは、グループリ

ーダー級職員である。

（参考）人事評価制度に係る上司多面評価実施要領
（平成18年２月１日施行、平成18年９月５日最終改訂）

１．評価者の範囲
　（１）人事評価制度（一般職試行）の被考課者
　（２） 人事評価制度（管理職）の被考課者のうち、考課様式６及び考課様式７

を使用する職員
２．評価対象者（評価を受ける上司）の範囲

被考課者の１次考課者
３．評価対象期間・実施時期

評価対象期間、実施時期は次のとおりとする。

評価対象期間 評価実施時期の前年10月から評価実施時期まで（ただし、人事異
動等で評価対象者が変わった場合は、４月から評価実施時期まで）

評価実施時期 ９月
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Ｅ　人事評価制度運営協議会

　一般職の本格実施に伴い、制度運用上の問題点や法改正等による制度

の見直しなど、必要な対応策等の協議を行うため、労使で運営する協議

会を設置している。

（参考）人事評価制度運営協議会設置要綱
（平成21年12月28日施行、平成22年４月１日最終改訂）

２．協議事項
　（１） 人事評価制度の運営に関すること
　（２） その他会長が必要と認める事項
３．組織
　（１） 運営協議会は、次のものをもって構成する。
　　○総務部人事課

課長、課長代理、給与グループリーダー、人事グループリーダー、行政管
理グループリーダー

　　○他任命権者
　　　企業局総務課　総務予算グループリーダー
　　　病院局県立病院課　総務企画スタッフ　企画幹（総務担当）
　　　教育庁総務課　課長代理
　　　人事委員会事務局　任用グループリーダー
　　○島根県職員労働組合
　　　副執行委員長　１名
　　　執行委員長が推薦するもの　６名
　　○オブザーバー（協議事案に応じて召集）

各部（局）主管課長代理（政策企画監室は副政策企画監、出納局会計課は
総務グループリーダー）

　（２） 運営協議会に会長及び副会長を置く。
　（３） 会長には総務部人事課長を、副会長には島根県職員労働組合副執行委員

長をもって充てる。
４．会議
　（１） 運営協議会は、必要に応じて会長が召集し、主催する。
　（２） 会長は、必要があると認めるときは、３（１）の者以外の者の出席を求

めることができる。
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（２）島根県教職員評価制度

　①島根県教職員評価制度による人事評価の処遇等への活用について

●島根県教職員評価制度の導入から既に５年が経過しており、評価システ

ムの周知や公正性の確保は一定程度達成されているという見方ができ

る。

　　知事部局における人事評価の処遇制度への反映の状況を踏まえなが

ら、教育職員においても学校現場の実態に応じた評価結果の処遇等への

活用のあり方の検討に着手されたい。

　教職員人事評価制度は平成18年４月から導入実施され、５年が経過したと

ころである。平成21年度に実施された教職員評価システムに関するアンケー

トによれば、「教職員評価システムの目的や内容を理解できていますか」と

いう質問に対して、一般の教職員においては83％、管理職においては96％が

「十分理解できている」または「ほぼ理解できている」との回答を行っている。

また、「勤務評価の結果は妥当なものであったと思いますか」という質問に

対しては、一般の教職員においては71％、管理職においては72％が「妥当で

ある」または「ほぼ妥当である」との回答を行っている。

　アンケートの結果から、既に評価制度の周知や公正性の確保は一定程度達

成されているとの見方ができると考える。

　知事部局においては管理職に対して平成17年６月から島根県人事評価制度

（管理職）実施要領に基づく人事評価制度が開始されており、人事評価制度（管

理職）処遇実施要領（平成18年４月１日施行）の規定による勤勉手当への反

映が行われている。一般職に関しては、平成21年10月から島根県人事評価制

度（一般職）実施要領に基づく人事評価制度が実施されているが、勤勉手当

への反映は行われていない。

　「評価システム実施の手引き」（平成18年３月島根県教育委員会）教職員

の評価システム等　Ｑ＆Ａ　Ｑ４－２のなかで、「・・・表彰、給与処遇、

昇進、人事配置（校内以外）等への活用については、評価システムが周知さ

れ、公正性が確保されたと認められた時期において検討する」旨の記載がな
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されているが、これは制度設計時点において給与等を含めた人事上の処遇へ

の活用を想定していたものではないかと思われる。

　一方、教育職員については、教育の成果を短期的に評価することには困難

な面もあることから、人事評価制度の結果を勤勉手当等の給与へ反映すべき

か否かに関しては議論の分かれるところでもあり、教育職員については給与

よりは表彰、昇進、人事配置等への活用を図ることの方がモチベーションの

維持、向上につながるとの見方もある。

　知事部局における人事評価の処遇制度への反映の状況を踏まえながら、教

育職員においても学校現場の実態に応じた人事評価結果の処遇等への活用の

あり方の検討に着手されたい。
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（参考　　教職員評価システムに関するアンケートの結果より）

【教職員評価システムの目的や内容を理解できていますか】
 十分理解できている ほぼ理解できている 合計
平成17年度
　　教職員 　2％ 72％ 74％
　　管理職 　4％ 84％ 88％
平成21年度　　　　　　　　
　　教職員 　9％ 74％ 83％
　　管理職 23％ 73％ 96％

【開示された勤務評価の結果は妥当なものであったと思いますか】
 妥当である ほぼ妥当である 合計
平成17年度
　　教職員 22％ 50％ 72％
平成21年度　　　　　　　　
　　教職員 17％ 54％ 71％
 あまり妥当でない まったく妥当でない わからない
平成17年度
　　教職員 　4％ 　0％ 24％
平成21年度　　　　　　　　
　　教職員 　6％ 　1％ 21％

【管理職勤務評価の結果は妥当なものであったと思いますか】
 妥当である ほぼ妥当である 合計
平成17年度
　　管理職 15％ 64％ 79％
平成21年度　　　　　　　　
　　管理職 　7％ 65％ 72％
 あまり妥当でない まったく妥当でない わからない
平成17年度
　　管理職 　5％ 　1％ 16％
平成21年度
　　管理職 　9％ 　0％ 19％
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　②補足説明

（ア）教職員評価システムに関するアンケート（平成21年度実施）の結果

　教職員評価制度は島根県立学校教育職員の評価実施要領等において詳細が

定められ運用が行われており、

　平成17年度及び平成21年度において教育委員会が実施した「教職員評価シ

ステムに関するアンケートの結果（平成21年度実施）」が報告されている。

アンケートの属性

　　　　　　　　 平成17年度　　　　　　　　　　平成21年度

　

実施期間　　平成18年２月１日から　　　　　平成21年11月６日から

　　　　　　平成18年２月８日　　　　　　　平成21年11月13日

対象者　　　県立学校・市町村立小中学校　　県立学校・市町村立小中学校

　　　　　　校長、教頭、共同調理場長、　　校長、教頭、教職員

　　　　　　教職員

　　　　　　（臨時的任用の教職員を除く）　　（ 平成21年度新規採用者及び

臨時的任用の教職員を除く）

回答方法　　　　　　記名　　　　　　　　　　　　　匿名

アンケートの回収率

調査方法 対象人数 抽出人数 抽出率 回答数 回答率

管理職
H17年度 悉皆調査 883人  883人 100.0％  883人 100.0％

H21年度  抽出調査  795人  795人 100.0％  793人 99.7％

  教職員
H17年度 悉皆調査  6,600人  6,600人  100.0％ 6,005人 91.0％

H21年度 抽出調査  6,600人  1,783人 27.0％  1,774人  99.5％
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◎評価制度の有効性の支持を確認することができる回答

　【教職員評価システムにより意識や取り組みに変化がありますか】

　　平成17年度　　　　平成21年度

　　　 64％　　　　　　　65％

　　・職場におけるコミュニケーションが増えた

　　・自分の期待される役割について理解が深まった

　　・より具体的な手立てをもって、職務に取り組むようになった

　　・職場に緊張感が生まれた

　　・管理職の授業参観等が増えた

◎評価制度導入による他の面への影響を確認することができるとの回答

　【教職員評価システムにより意識や取り組みに変化がありますか】

　　平成17年度　　　　平成21年度

　　　 34％　　　　　　　33％

　　・多忙になった

　　・職場の人間関係が気まずくなった

　　・かわらない
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◎評価制度の有効性

　【資質能力向上支援システム自己目標・目標達成の有効性】　

 とても有効である 有効である 合計

平成17年度

　　教職員 　3％ 59％ 62％

　　管理職 　8％ 79％ 87％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 　4％ 56％ 60％

　　管理職 　8％ 77％ 85％

◎評価制度の有効性

　【資質能力向上支援システム校内組織支援の有効性】

 とても有効である 有効である 合計

平成17年度

　　教職員 　8％ 55％ 63％

　　管理職 　5％ 65％ 70％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 10％ 53％ 63％

　　管理職 　8％ 68％ 76％
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◎評価制度の有効性

　【資質能力向上支援システム当初面接の有効性】

 とても有効である 有効である 合計

平成17年度

　　教職員 　4％ 59％ 63％

　　管理職 13％ 76％ 89％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 　5％ 60％ 65％

　　管理職 13％ 79％ 92％

◎評価制度の有効性

　【資質能力向上支援システム面接時以外の管理職の指導・助言の有効性】

 とても有効である 有効である 合計

平成17年度

　　教職員 　8％ 64％ 72％

　　管理職 　7％ 75％ 82％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 13％ 64％ 77％

　　管理職 10％ 77％ 87％
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◎評価制度の有効性

　【資質能力向上支援システム最終面接の有効性】　

 とても有効である 有効である 合計

平成17年度

　　教職員 　6％ 60％ 66％

　　管理職 　7％ 71％ 78％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 　5％ 57％ 62％

　　管理職 　6％ 71％ 77％

◎評価制度の内容

　【勤務評価を受けて伸ばすべき点、改善すべき点等がみつかったか】

 見つかった ある程度見つかった 合計

平成17年度

　　教職員 15％ 58％ 73％

　　管理職 　3％ 67％ 70％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 12％ 54％ 77％

　　管理職 　3％ 70％ 73％
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◎管理職評価における目標申告制度の有効性

　【自己目標・目標達成の有効性】

 とても有効である 有効である 合計

管理職

　　平成17年度 　8％ 79％ 87％

　　平成21年度 　8％ 80％ 88％

◎管理職評価における目標申告制度の有効性

　【当初面接の有効性】

 とても有効である 有効である 合計

管理職

　　平成17年度 　6％ 65％ 71％

　　平成21年度 　7％ 67％ 74％

◎管理職評価における目標申告制度の有効性

　【最終面接の有効性】　

 とても有効である 有効である 合計

管理職

　　平成17年度 　7％ 62％ 69％

　　平成21年度 　5％ 59％ 64％
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◎管理職勤務評価の有効性

　【勤務評価から学校教育目標等の達成のための改善点、

　　自己を伸ばすべき点、改善が期待される点等を見つけたと思いますか】

 見つけた ある程度見つけた 合計

管理職

　　平成17年度 　9％ 64％ 73％

　　平成21年度 　4％ 58％ 62％

◎評価制度の内容

　【勤務評価の内容の妥当性】

 妥当である ほぼ妥当である 合計

平成17年度

　　教職員 　9％ 51％ 60％

　　管理職 　2％ 60％ 62％

平成21年度　　　　　　　　

　　教職員 13％ 50％ 63％

　　管理職 　5％ 74％ 79％
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◎管理職勤務評価の内容

　【勤務評価の内容の妥当性】

 妥当である ほぼ妥当である 合計

管理職

　　平成17年度 　4％ 67％ 71％

　　平成21年度 　7％ 71％ 78％
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（イ）島根県教職員評価制度の設置目的

　地方公務員法第40条の規定により、任命権者は職員の執務について定期的

に勤務成績の評定を行いその結果に応じた措置が講じられなければならな

い。

　県立学校の教職員については「県立高等学校等の職員の勤務成績の評定に

関する規程」に基づき勤務評定を行ってきたが、平成18年４月に教育職員を

対象とした「島根県立学校教育職員の評価に関する規則」等を定め、新しい

人事評価制度の運用を開始している。

　これを受け「県立高等学校等の職員の勤務成績の評定に関する規程」は平

成18年３月31日をもって廃止されている。

　「島根県立学校教育職員の評価に関する規則」等の具体的な内容について

は、同規則の施行に合わせて定められた「島根県立学校教育職員の評価実施

要領」等に基づき、「評価システム実施の手引き」（評価者用・教職員用いず

れも平成18年３月策定）に定められている。

　「島根県立学校教育職員の評価に関する規則」の第１条には、その目的と

して、「公正な人事管理に資するとともに、評価及び評価の仕組を通じ、職

員の資質能力の向上及び職務に対する意欲の向上並びに学校組織の活性化を

図り、もって活力ある学校づくりの推進に資する」ことをその目的として定

めている。またこれを受け、「評価システム実施の手引き」においては、そ

の目的をより具体的に次のように示している。

（参考）地方公務員法（昭和25年12月13日法律第261号）
（勤務成績の評定）
第40条 　任命権者は、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その

評定の結果に応じた措置を講じなければならない。
　　２ 　人事委員会は、勤務成績の評定に関する計画の立案その他勤務成績の評

定に関し必要な事項について任命権者に勧告することができる。
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（参考）評価システム実施の手引き（平成18年３月）
〈第１章〉評価制度の基本的な考え
１．評価制度の必要性
　学校教育においては、児童生徒に確かな学力、豊かな人間性等の「生きる力」
を身に付けさせることが求められており、各学校において、その実現のために
積極的な取組が進められています。また、いじめ、不登校、いわゆる学級崩壊
等の困難な教育課題に対応し、児童生徒一人一人に応じたきめ細かな取組がな
されています。さらに、これからの学校は、開かれた学校づくりのもと、保護
者や地域の人々との連携を深め、地域の豊かな資源を活用し、地域に根ざした
特色ある教育の推進を図ることが求められています。
　これら様々な課題の解決や特色ある学校づくりの推進に当たっては、教職員
一人一人が、その資質能力の一層の向上を図るとともに、職務に対する意欲を
高め、その持てる力を最大限に発揮し、組織の一員としての役割を果たしてい
くことが求められます。また、校長のリーダーシップのもと、教職員相互が連
携し、学校が一体となって取組を進めていくよう学校組織の活性化を図り、組
織的な成果を求めていくことが重要です。
　新たな教職員の評価制度は、“教職員の資質能力の向上”、“職務に対する意
欲の向上”、“学校組織の活性化を図る”ための支援策であり、活力ある学校づ
くりをねらいとしています。
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（ウ）島根県教職員評価制度の内容

Ａ　島根県教職員評価制度の内容（教職員）

（ａ）適用対象者

○ 市町村立学校及び共同調理場においては、県費負担教職員のうち主幹

教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、学校

栄職員及び事務局員

○ 県立の高等学校、盲学校、ろう学校及び養護学校においては、教育職

員のうち教諭、養護教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習主任、主

任寄宿舎指導員、実習助手及び寄宿舎指導員

　※対象者の内、次の者は実施除外者とする

　　・臨時的任用の教職員

　　・教育委員会事務局等勤務者

　　・ 年度途中の採用又は異動等により定期評価の対象期間が４月に満

たない教職員

　　・ 次の事由により、定期評価の対象期間において、実際に職務に従

事した期間が４月に満たない教職員

　　　（事由）

　休職、公務傷病等による休暇、私傷病による休暇、産前産後

の休暇、介護休暇等、育児休業、停職、長期研修、長期派遣、

大学院修学休業

　なお、臨時的任用の教職員のうち常時勤務の者については、校長又は

共同調理場の長の判断により、資質能力向上支援システムの対象者とす

ることができる。
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（ｂ）面接者・評価者・調整者

（ｃ）対象期間等

○資質能力向上支援システムの対象期間等

　資質能力向上支援システムは、当該年度の１年間を通した取組であ

る。

　資質能力向上支援システムに関わる実施日は次のとおり。

　なお、自己目標評価の期間は、自己目標等設定日から自己目標評価

日まで。

○勤務評価（定期評価）の期間等

　勤務評価（定期評価）の期間は、毎年度４月１日から翌年の３月31

日までの１年間である。教職員は、勤務評価（定期評価）に当たって、

毎年度１月31日に自己評価を行う。また、管理職は、毎年度２月１日

評価対象者 面　接　者
評　　　価　　　者

調整者
第一次評価者 第二次評価者

教諭等 校長・教頭 教頭 校長 教育長

養護教諭等 校長・教頭 教頭 校長 教育長

栄養教諭 校長・教頭・場長 教頭・場長 校長 教育長

寄宿舎指導員等 校長・教頭 教頭 校長 教育長

実習助手等 校長・教頭 教頭 校長 教育長

学校栄養職員 校長・教頭 教頭 校長 教育長

小中学校の事務職員 校長・教頭 教頭 校長 教育長

自己目標等設定日 年度当初から５月末日までの間で、第二次評価
者が職員の自己目標等を確認した日

年度当初面接日 年度当初から５月末日までの間で、第二次評価
者が適当と考える日

年度中途面接日 学校の実情に応じて11月末までの間で、第二次
評価者が適当と考える日

自己目標評価日 １月31日

年 度 末 面 接 日 調整者が評価を確認した日から３月第１週まで
の間で、第二次評価者が適当と考える日
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に、教職員の勤務評価（定期評価）を行う。

　なお、管理職が評価を行った後、３月31日までの間に、教職員の職

務遂行状況を勤務評価に反映させる必要があると管理職が認めたとき

は、再評価を行うこととする。

（ｄ）評価の対象とする職務の範囲

　教職員の職務は広範かつ多様だが、勤務時間中の職務全般が評価の対

象となる。教育職員について勤務時間を超える勤務等を命ずることが認

められている業務、学校栄養職員及び事務職員が時間外勤務を命ぜられ

た場合については、勤務評価の対象とする。

（ｅ）評価項目

　教職員の職務は広範かつ多様であることから、場面・内容別に職務を

分類し、評価項目とする。自己目標等の設定及び勤務評価は、職務内容

を分類した評価項目ごとに行う。なお、自己管理は、職務遂行上求めら

れる姿勢、態度についての評価項目である。

　教職員の評価項目は次のとおり。なお、職務の具体例は、教職員の担

当職務がどの評価項目に該当するかを判断するための目安として示した

ものである。

　また、特色ある学校づくりの視点や学校教育目標との関係等から、評

価項目を学校及び共同調理場で独自に設定することが可能である。所属

長の責任の下に、独自の評価項目を設定した場合は、事前に教職員に示

し、自己目標を設定するよう指示するとともに、評価基準及び着眼点等

を作成し、併せて示すことが必要である。
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○主幹教諭・教諭・助教諭・講師

○養護教諭・養護助教諭

○栄養教諭

評価項目 職　務　の　具　体　例

保 健 管 理

○健康観察・健康診断（保健調査）　　○健康相談
○疾病予防　　○救急処置（応急手当等）
○健康生活の実践状況の把握及び規正　　○学校生活の管理
○学校環境の衛生的管理　　○保健管理に関する研究・研修

保健に関する指導 ○保健指導　　○保健学習　　○保健指導に関する研究・研修

学 校 運 営 ○校務分掌　　○保健に関わる組織活動（学校保健委員会）
○保健室経営　　○特別活動　　○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善
意欲）

評価項目 職　務　の　具　体　例

学 習 指 導

○ 教科指導
○ 「道徳の時間」の指導（小・中学校、特別支援学校小・中学部）
○ 「総合的な学習の時間」の指導
○ 自立活動（特別支援学校、小・中学校特別支援学級）
○ 学習指導に関する研究・研修

生 徒 指 導・
進 路 指 導

○ 生徒指導（校務分掌を除く）
○ 進路指導（校務分掌を除く）
○ 生徒指導・進路指導に関する研究・研修

学 校 運 営

○ 校務分掌
○ 学部・学年・学級経営
○ 特別活動
○ 部活動（小学校においては課外活動）
○ 学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善
意欲）

評価項目 職　務　の　具　体　例

食に関する指導
○栄養に関する個別的な相談指導
○教科・特別活動等における教育指導
○食に関する指導の連携・調整　　○食の指導に関する研究・研修

学 校 給 食 管 理
○学校給食に関する基本計画への参画　　○栄養管理　　○衛生管理
○検食・保存食等　　○調理指導
○学校給食管理に関する研究・研修

学 校 運 営 ○校務分掌　　○特別活動　　○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○職務全般（公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善意欲）
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○学校栄養職員

○寄宿舎指導員等

○実習助手等

○事務職員

評価項目 職　務　の　具　体　例

給 食 管 理 ○栄養管理　　○衛生管理　　○物資管理　　○調理場の維持管理
○給食管理に関する研究・研修

食に関する指導 ○給食指導　　○栄養指導　　○学級・教科担任、家庭との連携
○食の指導に関する研究・研修

学 校 運 営 ○校務分掌　　○特別活動　　○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○職務全般（公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善意欲）

評価項目 職　務　の　具　体　例

寄宿舎生の指導 ○寄宿舎生の生活の指導　　○健康・安全に関する指導
○寄宿舎生の生活の指導に関する研究・研修

学 校 運 営 ○校務・舎務分掌、舎務の処理　　○舎行事・舎生会活動
○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善
意欲）

評価項目 職　務　の　具　体　例

授 業・ 事 務
○授業・実験・実習用器具等の準備・維持管理
○授業・実験・実習の指導補助
○授業・実験・実習に関する研究・研修

学 校 運 営 ○校務分掌　　○特別活動　　○部活動
○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善
意欲）

評価項目 職　務　の　具　体　例

総 務・ 給 与・
財務・福利厚生

○文書表簿管理事務　　○調査統計事務　　○各種申請・報告事務
○諸証明事務　　○児童生徒の転出入関係事務　　○就学援助事務
○給与に関する事務　　○旅費に関する事務
○学校予算に関する事務　　○物品に関する事務
○施設設備管理に関する事務　　○福利厚生に関する事務

学 校 運 営 ○校務分掌　　○特別活動への参画
○学校運営に関する研究・研修

自 己 管 理 ○ 職務全般（公務員としての職責や義務の自覚、自己認識及び改善
意欲）
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（ｆ）評価の通年フロー

　評価システムに関わるタイムスケジュールは次のとおり。



71

Ｂ　島根県教育職員評価制度の内容（管理職）

（ａ）適用対象者

○市町村立学校においては、県費負担教職員のうち校長及び教頭

○県立の高等学校、盲学校、ろう学校及び養護学校においては、校長及

び教頭

※対象者の内、次の者は実施除外者とする。

・教育委員会事務局等勤務者

・年度途中の採用又は異動等により定期評価の対象期間が４月に満た

ない管理職

・次の事由により、定期評価の対象期間において、実際に職務に従事

した期間が４月に満たない管理職

（事由） 休職、公務傷病等による休暇、私傷病による休暇、産前産

後の休暇、介護休暇等、育児休業、停職、長期研修、長期

派遣

（ｂ）面接者・評価者・調整者

○市町村立学校の場合

○県立の高等学校、盲学校、ろう学校及び養護学校の場合

評価対象者 面　接　者
評　　　価　　　者

第一次評価者 第二次評価者

校　　　長

市町村教育委員会教育長
（以下「市町村教育長」
という。）及び市町村教
育長が指定した者

市町村教育長が指定し
た者 市 町 村 教 育 長

教　　　頭
市町村教育長又は市町村
教育長が指定した者及び
校長

校 長 市町村教育長又は市町
村教育長が指定した者

評価対象者 面　接　者
評　　　価　　　者

調整者
第一次評価者 第二次評価者

校 長 教 育 長 及 び 教 育 監 教 育 監 教 育 長

教 頭 高校教育課長及び校長 校 長 高校教育課長 教育長
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（ｃ）対象期間等

○目標申告制度の対象期間等

　目標申告制度は、当該年度の１年間を通した取組である。

　目標申告制度に関わる実施日は次のとおり。

○勤務評価（定期評価）の期間等

　勤務評価（定期評価）の期間は、毎年度４月１日から翌年の３月31

日までの１年間である。管理職は、勤務評価（定期評価）に当たって、

毎年度１月31日に自己評価を行う。また、第一次評価者は毎年度２月

１日に、第二次評価者は年度末面接後に、管理職の勤務評価（定期評

価）を行う。

　なお、評価者が評価を行った後、３月31日までの間に、管理職の自

己目標の達成状況及び職務遂行状況を勤務評価に反映させる必要があ

ると評価者が認めたときは、再評価を行う。

（ｄ）評価の対象とする職務の範囲

　勤務時間中の職務全般が評価の対象となる。勤務時間を超える勤務等

を命ずることが認められている業務、管理職としての職務の特殊性に基

づく勤務時間外の業務については、勤務評価の対象とする。

（ｅ）評価項目

　「業績評価」及び「能力評価」に基づいて、次に示すとおり、「業績

評価」においては、自己目標として設定した年度目標と具体的目標の成

果を、「能力評価」においては、職務内容を分類し、学校経営、教職員

の指導育成、学校教育の管理を評価項目とする。なお、自己管理は、職

務遂行上求められる姿勢、態度についての評価項目である。

　職務の具体例は、管理職のそれぞれの職務がどの評価項目に該当する

自己目標等設定日 ４月１日

年度当初面接日 年度当初から５月末日までの間で、第二次評価者が適当と考える日

年度中途面接日 ７月から９月の間の第二次評価者が適当と考える日

自己目標評価日 １月31日

年 度 末 面 接 日 ３月第２週までの間で、第二次評価者が適当と考える日
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かを判断するための目安として示したものである。

○校長

○教頭

業績評価項目 職　　務　　の　　具　　体　　例

年 度 目 標 と
具体的目標の成果

◎ 学校教育における様々な課題の解決、特色ある学校づくりの推進に関
する組織課題の達成
　○魅力ある教育課程の実施
　○児童・生徒指導上の課題の解決等

業績評価項目 職　　務　　の　　具　　体　　例

年 度 目 標 と
具体的目標の成果

校長の経営方針・運営方針に基づいて次の職務に取り組む
◎ 学校教育における様々な課題の解決、特色ある学校づくりの推進に関
する組織課題の達成
　○魅力ある教育課程の実施
　○児童・生徒指導上の課題の解決等

能力評価項目 職　　務　　の　　具　　体　　例

学 校 経 営 ○学校経営ビジョンの構築及び浸透　　○校内組織の構築
○家庭・地域との連携

教職員の指導育成 ○教職員の指導育成　　○服務管理

学校教育の管理 ○児童・生徒の管理　　○教育課程の実施

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責・義務、管理職としての社会的責
任の自覚、人間性の高揚）

能力評価項目 職　　務　　の　　具　　体　　例

学 校 経 営
校長の経営方針・運営方針に基づいて次の職務に取り組む
○学校経営ビジョンの実施計画の策定及び学校経営ビジョンの浸透
○校内組織の支援　　○家庭・地域との連携

教職員の指導育成 校長の経営方針・運営方針に基づいて次の職務に取り組む
○教職員の指導育成　　○服務管理

学校教育の管理 校長の経営方針・運営方針に基づいて次の職務に取り組む
○児童・生徒の管理　　○教育課程の実施

自 己 管 理 ○ 職務全般（教育公務員としての職責・義務、管理職としての社会的責
任の自覚、人間性の高揚）
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（ｆ）評価の通年フロー
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Ⅲ　働く環境の整備

1　監査の対象

　「島根県人材育成基本方針」において、職員一人ひとりが安心してやりがいや

誇りを持って働くことができるためには、本人の意欲と持てる能力を最大限に発

揮できるよう、職場環境の整備に努めていく必要があり、このための具体的施策

として、健康の保持増進のための環境整備、男女がともに能力を発揮できる職場

環境の整備、人権意識の高揚の３つが示されている。

　ところで、組織における人財のモチベーションの維持・管理のためには、効率、

公正、持続可能性が必要である。（渡辺聡子2000『グローバル時代の人的資源論』

東京大学出版会）

　仕事への動機は、人間に内在する本質的な特性であり、適正な条件のもとでは、

人間は本来責任を遂行する性向を持つとされている。個人的な成長と達成可能性

があるときにはその機会を与えることが必要であり、そのためには働きやすい職

場づくり、すなわち、働く環境の整備が不可欠である。

　また、近年環境整備のキーワードとなっているのは「ワークライフバランス」

である。

　英国通商産業省の定義では「年齢、人種、性別に関わらず、誰もが仕事とそれ

以外の責任、欲求とをうまく調和させられるような生活リズムを見つけられるよ

うに、就業形態を調整すること（脇坂明2008「英国におけるワークライフバラン

ス」『ワークライフバランス仕事と家庭の両立』ぎょうせい）とされている。日

本の男性労働者の年間平均労働時間は約1,775時間となっているが、スウェーデ

ンは1,587時間、フランスは1,535時間と先進国のなかでは高いレベルにある。（総

務省2008社会生活基本調査）。

　さらに、人財活用における近年の変化において、ダイバシティマネジメントが

あげられる。ダイバシティマネジメントは多様な人財を生かすマネジメント手法

であるが、多様な属性（性別・年齢・国籍）や価値観・発想を取り入れ、「一人

一人のライフスタイルや仕事と家庭の事情に配慮しながら、各人の有する能力を

充分に活用できる柔軟なマネジメント」のことをいう。（松原光代2008「男性の
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子育て参画の現状と企業の取り組み」『ワークライフバランス仕事と家庭の両立』

ぎょうせい）

　すでに到来している人口減社会においては性別・年齢等に関わりなく優秀な人

財の登用が急がれる。

　ちなみに、GEM（Gender Empowerment Measure）という女性が政治および

経済活動に参加し意思決定に参加できるかどうかを図る指標が国際比較によく用

いられるが、これは国会議員、技術職、管理職の女性割合を示す。日本は57位で、

１位スウェーデン、２位ノルウェー、３位フィンランド、フランスは17位、アメ

リカは18位である（内閣府2010「平成21年度男女共同参画白書」）。

　労働力人口において女性労働者は約2762万人で、全体に占める割合は41.5％で

ある。15歳以上の労働力人口比率は男性72.8％、女48.4％である（内閣府2010）。

　以上のような背景に鑑み、

　「健康の保持増進のための環境整備」、「男女がともに能力を発揮できる職場環

境の整備」、「人権意識の高揚」それぞれについて整備状況に関して監査を行った。



77

2　実施した監査手続

　実施した監査手続は次のとおり。

● 環境整備にかかる予算執行（支出負担行為）に係る事務管理担当部署へのヒア

リング

● 環境整備に関する事務管理担当部署、関連部署へのヒアリングと関連資料の査

閲及びその内容検討

● 抽出した部署に対する環境整備の運用状況及び内容検討

　ただし、いずれも全ての帳票、証拠書類等について査閲したものではなく、監

査は試査の方法により監査人が抽出した箇所について手続きを行ったものであ

る。
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3　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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4　指摘事項

（１）健康の保持増進のための環境整備

●労働安全衛生法第66条によれば、事業主は常時使用する労働者に対して、

１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断を実施することが義

務付けられている。県職員の定期健康診断の受診率は100％に満たない

ため引き続き改善に努められたい。

●部課間、個人間により時間外勤務或いは在校時間または有給休暇消化状

況に差異が認められる。人的資源配分をより適正化することに引き続き

努められたい。

●県立学校における教育職員の在校時間や有給休暇消化の状況の把握と管

理は各学校に委ねられている。教育委員会においても学校現場に応じた

管理の手法を検討されたい。

①定期健康診断

　島根県では、県職員の「生活習慣病対策」、「がん対策」、「メンタルヘルス

対策」を健康管理の三大課題と位置付け、定期健康診断、人間ドック等の実

施による早期発見、健康教育、各種相談事業、メンタルヘルス対策などに取

り組んでいる。

　また、健康相談等のサービスの向上、事務の効率化のため健康管理情報の

一元管理を目的として、島根県トータルヘルスバンクシステムが整備されて

いる。

　労働安全衛生法第66条によれば、事業主は常時使用する労働者に対して、

１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断を実施することが義務付

けられているが、県職員の定期健康診断の受診率は100％に満たないため改

善されたい。

　定期健康診断の受診率の状況は下記のとおり

 知事部局 教育委員会

平成20年度 95.1％ 99.5％

平成21年度 96.9％ 99.8％
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　なお、知事部局のデータの算出分母には産前産後休暇取得者、育児休業取

得者及び休職者等が含まれている。

　検査項目と対象者は次のとおり

定期健康診断（年に１回）
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②時間外勤務

（ア）知事部局

　部課により時間外勤務に差異が認められる。人的資源配分をより適正化

することに引き続き努められたい。

　時間外勤務時間数（１人平均）の状況は下記のとおり

　なお、この数字には管理職は含まれない。

（知事部局人事課給与データより）

平成20年度　時間外勤務時間数（１人平均）の推移（部局別）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 H19同期 H19比率
政策企画局 5 5 5 6 2 5 5 6 4 4 5 3 54 92 58.4％
総務部 8 8 7 6 5 6 7 8 9 10 9 12 95 102 93.0％
地域振興部 5 7 5 8 4 11 8 9 5 5 7 7 81 84 96.0％
環境生活部 11 12 17 10 7 11 11 14 10 6 12 14 134 109 123.3％
健康福祉部 8 10 11 10 7 9 11 11 10 8 9 13 119 96 123.5％
農林水産部 5 8 6 5 4 4 6 5 5 5 9 8 68 63 108.6％
商工労働部 8 9 8 9 7 9 11 12 11 12 13 15 124 97 127.7％
土木部 11 12 11 8 8 8 11 9 9 11 14 16 128 136 94.3％
出納局 8 5 5 4 4 3 5 6 3 4 5 7 58 68 85.1％

知事部局計 103.97 101 102.8％
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 H20同期 H20比率
政策企画局 4 7 8 3 3 7 8 6 4 4 4 9 65 55 118.3％
総務部 10 14 10 9 7 7 10 10 13 11 10 14 124 95 130.8％
地域振興部 7 10 8 15 15 8 13 9 8 8 9 15 127 81 156.8％
環境生活部 13 18 17 16 12 16 18 21 15 13 13 23 197 135 145.7％
健康福祉部 12 18 16 14 11 11 13 13 10 11 13 20 162 117 138.6％
農林水産部 8 8 7 6 4 6 8 6 6 7 6 11 85 70 121.1％
商工労働部 14 15 17 13 11 13 14 14 13 14 14 19 172 124 138.6％
土木部 15 13 14 18 10 11 16 14 14 11 15 19 170 128 138.5％
出納局 6 4 5 4 4 5 5 5 4 4 4 13 62 59 104.8％

知事部局計 104 133.3％

環境生活部

政策企画局

総務部

健康福祉部

農林水産部

地域振興部

商工労働部
土木部

出納局
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0
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月
10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

一
人
当
た
り
平
均
時
間
数

政策企画局

総務部

地域振興部

環境生活部

健康福祉部

農林水産部

商工労働部

土木部

出納局

平成21年度　時間外勤務時間数（１人平均）の推移（部局別）

（知事部局人事課給与データより）



83

（イ）教育委員会

　教育委員会における教育職員の正規の勤務時間を超える在校時間の把握

と管理は各学校に委ねられている。

　学校により正規の勤務時間を超える在校時間の職員間での差異がみとめ

られるケースがあることから、教育委員会においても学校現場の実態に応

じた管理の手法を検討されたい。
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③年次有給休暇の取得　

　年次有給休暇取得の状況は下記のとおり

　　 知事部局 教育委員会 県立学校教育職員

　平均取得日数 （委員会等を除く） （右記を除く）

　平成20年 11.4日 10.16日 10.9日

　平成21年 11.0日 10.62日 11.0日

知事部局における所属別年次有給休暇の平均取得日数の差異

（平成20年）　所属によって5.10日から18.17日

（平成21年）　所属によって3.57日から17.39日

教育委員会における所属別年次有給休暇の平均取得日数の差異

（平成20年）　所属によって4.75日から20.25日

（平成21年）　所属によって4.67日から20.75日

県立学校間での年次有給休暇の平均取得日数の差異

（平成20年）　学校によって6.3日から16.5日

（平成21年）　学校によって6.5日から19.7日

職員アンケート結果（知事部局）

　子育てしやすい職場づくり推進計画アンケートでは、年次有給休暇の取得

促進のために取り組むことが必要と思われる事項について次のような結果が

みられた。
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（人事課調査）
（委員会等を除く）

46.646.6％

33.633.6％

24.024.0％
26.726.7％

47.247.2％

14.314.3％

11.711.7％

21.021.0％

22.822.8％

5.55.5％

2.82.8％

33.233.2％

33.533.5％

50.750.7％

19.519.5％

15.715.7％

22.522.5％

24.724.7％

3.33.3％

2.22.2％

46.6％

33.6％

24.0％
26.7％

47.2％

14.3％

11.7％

21.0％

22.8％

5.5％

2.8％

33.2％

33.5％

50.7％

19.5％

15.7％

22.5％

24.7％

3.3％

2.2％

１　本人の意識改革

２　同僚など周囲の職員の意識改革

３　所属長の意識改革

４　業務遂行体制の工夫・見直し

５　職場の業務予定を職員へ
早期周知する

６　年次休暇の計画表の作成・実施

７　ゴールデンウィーク期間、夏季
等における連続休暇の取得促進

８　職員やその家族の記念日や
子どもの学校行事への参加
等における休暇の取得促進

９　その他

無回答

男性
女性

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％
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（２）男女がともに能力を発揮できる職場環境の整備

●島根県人材育成基本方針によれば、性別による固定的な職務分担意識を

改め男女が対等なパートナーとして、政策・方針の立案及び決定に参画

し、共に責任を担う職場づくりを進める方向性が示されている。職員の

男女比率と管理職の男女比率をみる限りにおいては、現状においては必

ずしもこの方向性が実現されていない面がある。近年、新規採用者にお

ける女性の割合は増加の傾向にあり、引き続き男女の公平な処遇の推進

に努められたい。

●育児休業等対象者のうち取得者の割合は、女性に比して男性は極めて少

ない。平成19年に国の「仕事と生活の調和推進官民トップ会議」により

策定された「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）憲章」で2017

年の男性の育児休業取得率の数値目標は10％とされているが、男性の育

児を特別視しない職場風土の改善など、育児休業を取得しやすい環境の

整備に引き続き努められたい。

●介護休暇の取得実績が極めて少数にとどまっている。ワークライフバラ

ンスの立場に立ち職員への制度の周知を行うとともに、引き続き介護休

暇を取得しやすい職場環境の整備に取り組まれたい。

　島根県庁では男女がともに能力を発揮できる職場環境の整備を目指して

・性別による固定的な職務分担意識を改める

・男女が対等なパートナーとして、政策、方針の立案及び決定に参画する

・共に責任を担う職場づくりを進めるため研修を拡充する

・職場におけるセクシュアルハラスメントについて、防止対策と事後の適切

な対応に配慮する

・子育てしやすい職場づくり推進計画（島根県特定事業主行動計画）に基づ

いて職場環境整備に取り組む

などに取り組んでいる。

　このうち県職員が取得できる子育て支援制度（◎印は男性の取得が可能な制

度）として下記のものが整備されている。
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　　妊産婦の健康診査、保健指導休暇

　　妊娠中の職員の通勤緩和

　　妊娠障害（つわり休暇）

　　産前休暇

　　産後休暇

　　妻の出産休暇（◎）

　　男性職員の育児参加のための休暇（◎）

　　育児時間休暇（◎）

　　乳幼児の予防接種又は健康診査（◎）

　　子の看護休暇（◎）

　　育児休業（◎）

　　育児部分休業（◎）

　　育児短時間勤務（◎）

　子育てしやすい職場づくり推進計画（島根県特定事業主行動計画）アンケー

トによれば支援制度を取得できなかった理由について以下のような結果がみら

れた。

職員アンケート結果（知事部局）

（人事課調査）

22.222.2％

26.226.2％

29.729.7％

9.89.8％

46.146.1％

4.04.0％

0.60.6％

17.017.0％

2.92.9％

32.332.3％

58.158.1％

71.071.0％

19.419.4％

6.56.5％

0.00.0％

0.00.0％

9.79.7％

0.00.0％

22.2％

26.2％

29.7％

9.8％

46.1％

4.0％

0.6％

17.0％

2.9％

32.3％

58.1％

71.0％

19.4％

6.5％

0.0％

0.0％

9.7％

0.0％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

１　仕事を優先する必要があると
思ったため

２　職場に迷惑をかけると思ったため

３　業務が繁忙であったため

４　職場が育児休暇を取得しにくい
雰囲気であったため

５　自分以外に家庭で育児をする人が
いて取得の必要がなかったため

６　女性が育児休暇を取るべきという
意識があったため

７　育児・家事に対する不安が
あったため

８　その他

無回答

男性
女性
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　また、22年度から平成26年度までの５か年を計画期間とする島根県特定事業

主行動計画（後期計画）が策定され、その取り組みが始まっている。

（人事課作成）
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①女性職員の登用

　女性職員の登用の状況は下記のとおり

【知事部局における女性管理職の状況】（平成22年４月１日現在）

（人事課資料より）

年齢階層別管理職数 左のうち女性数 管理職に占め
る女性割合

年齢階層別職員数 全職員に占め
る女性割合部長級 次長級 課長級 計 部長級 次長級 課長級 計 男性 女性 計

年齢
40未満 6 6 0 0.0％ 968 901 1869 48.2％
50未満 2 2 4 8 0 0.0％ 1155 320 1475 21.7％
50 14 14 1 1 7.1％ 148 30 178 16.9％
51 1 20 21 5 5 23.8％ 139 33 172 19.2％
52 36 36 2 2 5.6％ 145 24 169 14.2％
53 1 35 36 6 6 16.7％ 129 27 156 17.3％
54 50 50 4 4 8.0％ 135 24 159 15.1％
55 2 6 61 69 2 2 2.9％ 143 15 158 9.5％
56 11 52 63 1 6 7 11.1％ 128 22 150 14.7％
57 1 11 54 66 1 5 6 9.1％ 97 21 118 17.8％
58 6 11 48 65 2 2 3.1％ 104 21 125 16.8％
59 12 9 93 114 1 8 9 7.9％ 152 18 170 10.6％
60 3 47 50 1 1 2 4.0％ 91 16 107 15.0％

61以上 2 1 4 7 0 0.0％ 7 1 8 12.5％

60.0％

50.0％

40.0％

30.0％

20.0％

10.0％

00.0％
40未満 50未満 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61以上

管理職に占める
女性割合

全職員に占める
女性割合
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【県立高等学校等における女性管理職の状況】（平成21年５月１日現在）

（平成21年度島根の教育より）

50.0％
45.0％
40.0％
35.0％
30.0％
25.0％
20.0％
15.0％
10.0％
5.0％
0.0％

50未
満 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59

再任
用

管理職に占める
女性割合

全職員に占める
女性割合

年齢階層別管理職数
県立高等学校 左のうち女性数 県立特別支援学校 左のうち女性数 合計 左のうち女性数
校長 教頭 計 校長 教頭 計 校長 教頭 計 校長 教頭 計 校長 教頭 計 校長 教頭 計

年齢
50未満 0 0
50 2 2 2 2
51 2 2 1 1 3 3
52 3 3 4 4 1 1 7 7 1 1
53 1 8 9 1 1 0 1 9 10
54 2 7 9 1 1 1 3 4 1 1 3 10 13 2 2
55 6 7 13 1 1 2 1 3 0 8 8 16 1 1
56 5 8 13 1 1 1 3 4 1 1 6 11 17 1 1 2
57 5 4 9 3 2 5 1 1 2 8 6 14 1 1 2
58 7 2 9 4 4 1 1 11 2 13 1 1
59 8 4 12 1 1 9 4 13
再任用

年齢階層別職員数 管理職に占め
る女性割合

管理職に占め
る男性割合県立高等学校 県立特別支援学校 合計

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計
年齢
50未満 771 342 1,113 215 446 661 986 788 1,774 0.0％ 0.0％
50 32 5 37 7 10 17 39 15 54 0.0％ 100.0％
51 36 8 44 4 17 21 40 25 65 0.0％ 100.0％
52 41 9 50 9 7 16 50 16 66 14.3％ 85.7％
53 35 4 39 4 9 13 39 13 52 0.0％ 100.0％
54 25 11 36 7 9 16 32 20 52 15.4％ 84.6％
55 36 7 43 6 6 12 42 13 55 6.3％ 93.8％
56 44 10 54 6 5 11 50 15 65 11.8％ 88.2％
57 32 6 38 5 5 10 37 11 48 14.3％ 85.7％
58 31 8 39 3 4 7 34 12 46 7.7％ 92.3％
59 32 6 38 6 3 9 38 9 47 0.0％ 100.0％
再任用 19 1 20 1 0 1 20 1 21 0.0％ 0.0％
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②育児休業等の新規取得状況

（ア）知事部局

平成20年度

　育児休業　　　　　　　　　　30名

　部分休業　　　　　　　　　　８名

　育児短時間勤務　　　　　　　２名

平成21年度

　育児休業　　　　　　　　　　44名

　部分休業　　　　　　　　　　３名

　育児短時間勤務　　　　　　　０名

　なお、部分休業は小学校就学前の子の養育のため、始業及び終業の時間

帯で１日２時間を超えない範囲で取得できる。育児短時間勤務は、週19時

間25分から週24時間35分までの範囲で短時間勤務ができる。

（イ）教育委員会

県立学校における教育職員以外

　平成20年度　

　　育児休業　　　　　　　　　４名

　　部分休業　　　　　　　　　０名

　　育児短時間勤務　　　　　　２名

　平成21年度

　　育児休業　　　　　　　　　４名

　　部分休業　　　　　　　　　１名

　　育児短時間勤務　　　　　　０名

県立学校教育職員

　平成20年度

　　育児休業　　　　　　　　　45名
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　　部分休業　　　　　　　　　４名

　　育児短時間勤務　　　　　　５名

　平成21年度

　　育児休業　　　　　　　　　48名

　　部分休業　　　　　　　　　３名

　　育児短時間勤務　　　　　　３名

　上記のうち、男性職員の取得者

　平成20年度　　　　　　　　　　　　　

　　育児休業　　　　　　　　　２名

　　部分休業　　　　　　　　　１名

　平成21年度　　　　　　　　　　　　　

　　育児休業　　　　　　　　　２名

　　部分休業　　　　　　　　　１名

　なお、県立学校教育職員おいては平成20年度、平成21年度の育児休業の

対象者における女性の取得率は100パーセントとなっている。
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③介護休暇の取得状況

（ア）知事部局

　平成20年度、平成21年度の取得者の実績はない。

（イ）教育委員会

　県立学校教育職員に平成20年度１名、平成21年度２名の取得者がいる。
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（３）人権意識の高揚

　指摘事項なし
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Ⅳ　働く環境の整備（知事部局及び教育委員会における
　　　　　　　　　　職員宿舎の入居状況と住居手当の支給状況について）

1　監査の対象

　島根県職員宿舎管理規則及び島根県教職員住宅管理規定によれば、知事部局及

び教育委員会における職員宿舎は県がその事務または事業の円滑な運営を図るこ

とを目的として職員の居住の用に供するために設置されるものとされている。

　また、住居手当は職員の給与に関する条例及び県立学校の教育職員の給与に関

する条例の規定にもとづき一定の条件の範囲内において職員及び教育職員に支給

されている。

　職員宿舎は県の事務または事業の円滑な運営を図ることを趣旨とした施設であ

るのに対して、住居手当は県職員の給与としての位置づけがなされていることか

ら、それぞれの制度の運用は別個の部署において実施されている。

　なお、住居手当は自ら居住するため住宅を借受け、月額12,000円を超える家賃

を支払っている職員及び教育職員に支給されるが、

　県が設置する公舎を貸与されている職員及び教育職員へは支給されない制度の

仕組みとなっている。

　　　　

　職員宿舎の整備運用状況に関しては平成21年度行政監査の結果に関する報告書

において島根県監査委員から監査報告が行われ、県においても当該行政監査結果

に基づき講じた措置の内容を公表しているが、今回の包括外部監査においては、

働く環境の整備という観点から職員の生活の場である職員宿舎の整備運用状況に

ついて住居手当の支給状況に関しても同時に監査の対象とすることにより、財政

再建が急務である県財政の背景に鑑み、限られた財源が複数の制度間において連

携を保ちながらバランスよく有効に活用されているかどうかについて把握するこ

とを主眼として監査をおこなった。
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2　実施した監査手続

　実施した監査手続は下記のとおり

● 職員宿舎にかかる予算執行（支出負担行為）に関わる事務管理担当部署へのヒ

アリングと関連資料の査閲及びその内容検討

● 住居手当にかかる予算執行（支出負担行為）に関わる事務管理担当部署へのヒ

アリングと関連資料の査閲及びその内容検討

　ただし、いずれも全ての帳票、証拠書類等について査閲したものではなく、監

査は試査の方法により監査人が抽出した箇所について手続きを行ったものであ

る。
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3　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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4　指摘事項

（１）平成21年度行政監査の結果に関する報告に関連して

●現状における県の財政状況に鑑み、引き続き職員宿舎の有効利用に努め

られたい。

　平成21年度行政監査の結果に関する報告のなかで職員宿舎の一体的な管理運

営について下記のとおり報告が行われている。

　「職員宿舎に対する需要については、全体的には職員数の減少や通勤範囲の

拡大により低下してきている。一方、警察本部においては職員宿舎の需要が見

込まれ、部局間の相互利用の一層の推進が必要となっている。また、地区内に

おける入退居の効率的な調整、用途廃止した宿舎の処分活用、維持管理業務の

外部委託の課題については、部局を超えた対応が必要である。ついては、各部

局の職員宿舎の担当課による常設の協議会の設置などにより、県が設置する職

員宿舎のすべてについて一体的に管理運営するシステムの構築にとりくまれた

い。」

　また、当該報告に基づき講じた措置として各部局から処理方針・措置状況の

通知が下記のとおり行われている。

　「宿舎の各部局間の相互利用については、平成17年度から知事部局、警察及

び教育庁の間でおこなっているところである。今後も管財課、警察本部会計

課・厚生課及び教育庁福利課の各部局職員宿舎担当課で定期的に連絡会議を開

催し、宿舎の相互利用などを協議して、部局を超えた宿舎の有効利用策を検討

していくこととしている。」

　監査実施時点において知事部局・教育委員会合わせ400戸近い職員宿舎が空

室となっている。また、自ら居住するために住宅を借受け、月額12,000円を超

える家賃を支払っている県職員または教育職員に対しては住居手当が支給され

るが、県が設置する公舎を貸与されている職員及び教職員への住居手当の支給
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は行われない仕組みとなっている。

　空き室となっている宿舎のなかには老朽化が進む物件もあり、ライフスタイ

ルの変化など設備が旧式化している場合も見受けられる。また、そもそも居住

の場を職員または教育職員に対して強制することはできない。

　しかし、職員宿舎の利用が進めば住居手当の支給は減少する関係にあり、限

られた行政資源を経済的・効率的に運用しなければならない観点において、引

き続き職員宿舎の有効利用に努められたい。

　包括外部監査の対象とした知事部局及び教育委員会における職員宿舎設置戸

数と入居世帯数の状況は下記のとおり。

 （平成22年12月時点） （平成22年11月時点）

 知事部局 教育委員会 合計

設置戸数 1,467 719 2,186

入居世帯数 1,242 550 1,792

空き室数 　 225 169 　 394

（人事課及び教育委員会総務課調べ）

　＊教育委員会の職員宿舎については義務教育に関わる教職員も入居が可能

　知事部局及び教育委員会における住居手当（＊１）の支給状況は下記のとおり

（平成21年度）

 知事部局 教育委員会 合計 加重平均

 （＊２） （＊３）

１か月あたり平均支給人数 　290名 　1,643名 　1,933名

受給者一人あたり平均支給月額 24,932円 24,228円  24,334円

（人事課及び教育委員会総務課調べ）

　＊１　自宅に係るものを除く

　　　　（自宅に係る住居手当の支給制度は平成21年11月をもって廃止された）

　＊２　出納局、議会事務局、各委員会事務局を含む

　＊３　義務教育に関わる教職員を含む
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Ⅴ　働く環境の整備（県職員のICT環境について）

1　監査の対象

　インターネットや情報端末が普及するなか、国においては平成13年1月に

「i-Japan戦略」、「i-Japan戦略2015」が策定され、2015年に実現される将来ビジョ

ンとして電子政府・電子自治体の構築などが打ち出されている。

　

　島根県においては、平成14年に最初の「島根県電子県庁推進計画」が策定され、

電子県庁の実現に必要な基盤であるネットワークを整備するとともに、行政情報

の電子化による利活用、公開を推進するため、インターネット上での情報提供機

能の充実や、電子申請、電子申告、電子納付などのサービス提供にも積極的に取

り組んできている。

　電子県庁の推進を進めていくに当たっては、今後一層の情報通信システムの整

備が必要であり、同時にそれらに係るセキュリティ対策の強化・充実が求められ

ることから、コストが増大する傾向にある。このため、情報通信システムに係る

支出の縮減・費用対効果の向上が求められる。

　県の財政状況は非常に厳しく、県政全般にわたって事務の簡素化・効率化・コ

ストの削減が求められており、「電子県庁」の取組みにおいても、ITを活用した

サービスの提供・業務処理についての「費用対効果」の一層の向上を図ることが

急務となっていることから、全庁的視点から情報通信システム全体を見直し、そ

の費用対効果の改善を図るため平成17年10月には「島根県情報通信システム全体

最適化計画」が策定され、全体的な調整を行う機関として「情報統括機関」を設

置し、将来的な電子県庁のシステム構築計画案の策定に関する権限及び調達手

法・調達内容の承認に関する権限をこの機関に与え、全体最適化の取り組みの徹

底を図ることとしている。

　「島根県電子県庁推進計画　─平成22年度版─」においては引き続き、ICTを

活用した業務改善の推進として、制度運用の改善のためのツールであるICTと、

これを支えるネットワーク環境を積極的に活用し、情報の共有・共有化による業

務連携と内部事務の迅速化を図り、ムダのない効率的な行政システムを構築する

ことが基本理念のひとつとして掲げられている。
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　また、島根県情報通信システム全体最適化計画は平成18年度に始まり平成22年

度までの５か年計画において2010年までに、安心して使える県職員ポータルの構

築が目標として掲げられている。（県職員ポータルとは、職員が情報通信システ

ムを利用した業務を実施する際に、当該職員が利用可能な業務が全て１台の端末

から実施可能であることをいう）

　また、コスト縮減対策として、ネットワーク基盤の共有化と端末の共有化を行

うことでシステム毎に分散していたネットワークを集約し、行政系ネットワーク

と業務系ネットワークについて統合を進めることで業務系ネットワークで運用さ

れている専用端末の廃止が可能となることが示されており、複数の端末を利用す

ることなく、一人一台の端末によりほとんどの業務が実施可能となれば、端末へ

の投資台数の縮減につながるとともに、作業効率の改善や保守管理業務の縮小の

みならず、今後の県の業務のあり方や見直しさえも視野に入り、潜在的コストの

縮減も極めて大きいとしている。

　今回の包括外部監査においては、

　島根県で実施している島根県電子県庁推進計画及び島根県情報通信システム全

体最適化計画を踏まえ、かつ　働く環境の整備という観点から「県職員のICT環

境整備状況」及び「ICT環境整備に係るコスト」について監査を実施した。

※ICT…Information and Communication Technologyの略。

情報通信技術。従来頻繁に用いられてきた「IT」とほぼ同様の意味だが、

ITに代わる表現として浸透しつつある。ネットワーク通信による情報・

知識の共有が念頭に置かれた表現であるといえる。
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2　実施した監査手続

　実施した監査手続は次のとおり

● ICT環境の整備状況・運用状況に関する事務管理担当部署、関連部署へのヒア

リングと関連資料の査閲及びその内容検討

● ICT環境の整備にかかる予算執行（支出負担行為）に係る事務管理担当部署へ

のヒアリングと関連資料の査閲及び内容検討

　ただし、いずれも全ての帳票、証拠書類等について査閲したものではなく、監

査は試査の方法により監査人が抽出した箇所について手続きを行ったものであ

る。
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3　監査の結果及び意見

　特に問題となる事項は発見していない。

　なお、当該包括外部監査における監査の結果及び意見は財務情報の信頼性を担

保するものではない。
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4　指摘事項

（１）ICT環境整備状況について

●情報の共有化による業務連携と内部事務の迅速化を図り、無駄のない効

率的な行政システムを構築するために、県立学校教育職員用のネットワ

ークの最適化の実現を図られたい。

　知事部局における職員が業務に利用するために各自に対して一台が配備され

るパーソナルコンピュータは平成16年度中に配備完了され、現在約5,600台が

運用されている。

　また、平成18年度に職員認証基盤、平成19年度にシンクライアントシステム

の導入により県職員ポータルの構築が実現している。

　また、ICTを使ったコミュニケーションに関しては、電子メール送受信、電

子掲示板、会議室予約などの機能を有するグループウェアが平成10年に導入さ

れている。

　これに対して、教育職員が業務に利用するために各自に対して一台が配備さ

れるパーソナルコンピュータは、平成17年から配備が開始され平成21年に配備

完了し、現在約2,700台が運用されている。

　LAN網は各学校で独立して整備されているため各学校共通で利用できるシ

ステム（グループウェア等）は未整備である。

　情報漏洩対策のため各自に対して一台が配備されるパーソナルコンピュータ

はインターネット環境には接続されておらず、ウェブサイトへのアクセスによ

る情報収集や電子メールの利用などインターネットを利用するためのパーソナ

ルコンピュータは、各自に対して一台ずつ配備されるものとは別に約800台が

配備されている。

　また、ウェブサイト上の「島根県教育用ポータルサイト」においては教育職

員の情報共有や必要書類のダウンロードを行うことができる仕組みが構築され

ているが、インターネット接続用の共用パソコンを利用しなければ当該サイト

へのアクセスができない状況にある。
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　島根県立松江南高等学校ではインターネットに接続されているパソコンは教

育職員室１部屋に対して、１～２台の割合で配備されている。

　教育職員室は数人の部屋から10人を超える部屋など分散しており、学校内に

おいては校内LAN網における行き先掲示板ソフト等のアプリケーションを利

用し、不在時の教育職員に対する連絡等を行っている。

　しかし、学校外の関係者と電子メールで連絡を取り合う際には「電子メール

を送りましたのでチェックをお願いします」などの連絡を取り合い、共有のパ

ソコンを起動して電子メール送受信を行っている事例もみられた。

　民間セクターにおいては情報通信テクノロジーの活用による生産性の向上に

余念がなく、また市民生活においても携帯端末やパーソナルコンピュータによ

る通信手段を活用した生活が既に定着している。

　このような社会環境において働く環境の整備という視点からは現状における

教職員用ネットワークの整備状況は十分であるとはいえない。

　また、各人に配備されるパーソナルコンピュータとは別途配備されるコンピ

ュータ設備は限られた行政資源が経済的・効率的運用されているとは考え難

い。

　情報の共有化による業務連携と内部事務の迅速化を図り、無駄のない効率的

な行政システムを構築するために教職員用ネットワークの最適化の実現を図ら

れたい。
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（２）ICT環境整備に係る調達コストについて

●教育職員用パーソナルコンピュータ調達における契約方法、積算方法等

については知事部局及び教育委員会での情報交換を深めることで、より

合理的な調達を図られたい。

　全庁的視点から県の情報通信システム全体を見直し、その費用対効果を改善

していくために、情報通信システムに関する専門知識・ノウハウを有する機関

として「情報統括機関」が設置されている。

　知事部局において行政ネットワーク用パーソナルコンピュータに関しては情

報政策課が仕様を決定し、会計課が予定価格の積算及び一括入札を実施し調達

を行っている。

　他方、教育職員用パーソナルコンピュータの調達は、教育委員会高校教育課

が仕様を決定し、予定価格の積算及び入札を行っている。

①契約方法

　行政ネットワーク用パーソナルコンピュータは必要台数を決定し、１台あ

たりの金額での入札を行い単価契約の方式を採用している。

　（内容はパソコン本体、ソフトウェア、設定費用を含む）

　他方、教育職員用パーソナルコンピュータの契約は必要な物品を一括して

入札する総価契約方式を採用している。

　（内容は、行政ネットワーク用パーソナルコンピュータの内容に加え、訪

問修理や代替機貸出を含む保守、障害復旧対策ソフト、講習会費、撤去費用

などを含む）

②契約価格の経済性

　契約価格の経済性を計るために、予定価格を決定する際の積算データを用

い一台当たりの金額を試算し比較検討を行った。
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計算の手順は下記のとおり

１、行政ネットワーク用パソコンと教育職員用パソコンの内容を比較可能

とするために、共通するハードウェアとソフトウェアの部分を抽出（次

ページ比較表の太枠部分参照）

２、契約金額を抽出した部分に分解

　 　抽出した共通する部分の積算合計金額
　x＝──────────────────×契約金額　 　　　　　　積算の合計金額

３、上記の算式により、各部品に分解した契約金額xを算定し、xを契約

台数で除することにより、抽出した部分にあたる金額を試算

　結果は下記のとおり

　（一台当たりの購入金額を比較するために、平成21年７月14日契約におけ

る購入金額を100とした場合の、その他の契約における金額を記載している。）

　教育職員用パーソナルコンピュータは知事部局会計課において調達が行わ

れる行政ネットワーク用パーソナルコンピュータと比較して、ほぼ同様のス

ぺックでありながら約1.4倍の調達コストを要している試算結果を得た。

　限られた行政資源の経済的・効率的・効果的活用を図る観点において、パ

ーソナルコンピュータの調達における契約・積算方法などについて知事部

局・教育委員会での情報交換を深めることで、より合理的な調達を図られた

い。

行政ネットワーク用パソコン
教育職員用
パソコン

契約年月日 H21．7．14 H22．1．28 H22．7．22 H21．5．27

台数 369 468 390 743

１台あたりの金額比較 100 100 97.6 143
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仕様比較表

行政ネットワーク用パソコン 教員用パソコン
契約年月日 平成22年７月22日 平成22年１月28日 平成21年７月14日 平成21年５月27日

OS
Windows XP 
Professional 
with SP3

Windows XP 
Professional 
with SP3

Windows XP 
Professional
 with SP3

Windows XP 
Professional

CPU Core i3-350M 
2.26GHz

Core 2 Duo P8700 
2.53GHz

Celeron585
（2.16GHz）

メモリ ２GB ２GB ２GB １GB
HDD 160GB 160GB 80GB 80GB

ディスプレイ 15.6型ワイド 15.4型 15.6型
CDROM CD-R/RW CD-R/RW CD-R/RW CD-R/RW
DVDROM DVD-ROM DVD-ROM DVD-ROM DVD-ROM

Microsoft Offi  ce Offi  ce Personal 2007 Offi  ce Personal 2007 Offi  ce Personal 2007

Offi  ce Standard 2007
アカデミック
ライセンス

＆ディスクキット

リカバリーCD

Windows XP 
Professional
Windows 7 
Professional

Windows XP 
Professional
Windows Vista 
Business

Windows XP 
Professional

マウス USBホイールマウス
（光学式）

USBホイールマウス
（光学式）

USBホイールマウス
（光学式）

USBホイールマウス
（光学式）

一太郎 一太郎2010 一太郎2009 一太郎2009
一太郎2009ライセンス
（JL-Education）
&作業ディスク

その他 指紋センサー
Windows Server

2008
 デバイス　CAL

Windows Server 
2008

 デバイス　CAL

障害復旧対策

 

Symantec Ghost 
Solution

 Suite 2.5 ACD
ライセンス

Symantec Ghost 
Solution

 Suite 2.5 ACD
メンテナンス
Symantec Ghost 
Solution
 Suite 2.5

メディアキット

諸経費

延長保証５年 延長保証５年 延長保証５年

緊急保守及び
定期保守５回
代替機貸出
移設費用
５年保証

ネットワーク等
設定費用

ネットワーク等
設定費用

ネットワーク等
設定費用

搬入設置費、
設計構築作業費
講習会費
撤去費用

（データ消去費含む）



109

（３）教育職員用のパーソナルコンピュータ代替機について

●目的に合った代替機の貸し出しを行い、効率的、経済的な代替機運用に

努められたい。

●納入業者側で保管されるパーソナルコンピュータ代替機について、検品

後においても定期的な現物確認を行うなど適正な管理に努められたい。

　教育職員へのパーソナルコンピュータの配備に合わせ、故障時の代替用パー

ソナルコンピュータ73台が平成19年11月５日契約により導入されている。

　その後、平成21年５月27日契約により40台の代替機追加購入があり、現在

113台が代替機として利用されている。

　保守業務等仕様書によれば代替機貸出については下記の取り決めが行われて

いる。

（代替機の貸し出し）

　代替機については、納入業者側で保管することとし、高校教育課の指示に基

づき、48時間以内に該当校へ貸し出しを行い、貸出終了後は速やかに回収する

とともに、回収後は当初納入時の状態にしておくこと。なお、当月の貸し出し

状況等について、翌月の10日までに高校教育課へ報告すること。

　代替機台数の推移と利用率については次のとおり。
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　平成22年４月に利用台数が増えている理由は、故障の増加によるものではな

く、島根県立宍道高等学校の新設にともない、勤務する教育職員に配備された

ことによる。

　県立学校教育職員用代替パソコン貸出規定によれば、代替機の貸し出しは、

A．教育職員用パソコンが故障し、修理期間中に代替機が必要な場合、B．教

育職員の増員により教育職員が不足する場合に行われ、C．代替機に余裕があ

る場合に限りその他高校教育課長が必要と認めた場合に行われるとされてい

る。

　島根県立宍道高等学校への貸し出しに関しては、貸し出しの対象B．またはC．

に該当すると思われるが、貸し出し開始からすでに８カ月以上が経過している。

　代替機の効率的で経済的な運用を考えると、実際の故障の際の必要性に応じ

た貸し出し実績から代替機利用率を算定し、代替機の過剰または不足を防止す

ることが合理的であるが、学校の新設にともなう代替機の貸し出しを行ってい

るため、実態が見えにくくなっている。

　なお、納入業者側で保管されるパーソナルコンピュータ代替機について、納

品時における検品後は物品確認手続きを実施していないので、定期的な現物確

認を行い確実な管理に努められたい。
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第３章　平成22年度包括外部監査の日程等について

日時 内　　　　　　　　容

４月17日 内部協議

４月22日 内部協議

５月７日
総務部人事課、教育委員会、人事委員会からのヒアリング
内部協議

５月11日 内部協議

５月24日 内部協議

６月２日 内部協議

６月７日
総務部人事課からのヒアリング
内部協議

６月15日 内部協議

６月23日
総務部財政課、総務部人事課、教育委員会、人事委員会からのヒアリング
内部協議

６月30日
総務部人事課、教育委員会からのヒアリング
内部協議

７月７日 内部協議

７月14日 内部協議

７月21日 内部協議

７月28日 内部協議

８月４日 内部協議

８月11日
内部協議
総務部人事課、教育委員会総務課・高校教育課・義務教育課、政策企画局か
らのヒアリング

９月１日
内部協議
政策企画局、総務部人事課・総務課、地域振興部情報政策課からのヒアリン
グ

９月８日 教育委員会総務課・高校教育課・義務教育課、政策企画局からのヒアリング

９月15日 内部協議

９月29日 内部協議
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日時 内　　　　　　　　容

10月６日 内部協議

10月13日 教育委員会からのヒアリング

10月14日 総務部人事課、環境生活部男女共同参画室からのヒアリング

10月27日
教育委員会からのヒアリング
内部協議

11月３日 自治研修所、島根県教育センターからのヒアリング

11月10日 島根県立松江南高等学校からのヒアリング

11月16日
健康福祉部医療政策課からのヒアリング
内部協議

11月17日
教育委員会福利課からのヒアリング
資料査閲

11月24日
教育委員会高校教育課からのヒアリング
内部協議

12月１日
教育委員会高校教育課・福利課からのヒアリング
内部協議

12月８日
教育委員会高校教育課・福利課からのヒアリング
内部協議

12月15日 内部協議

12月21日 内部協議

12月22日
教育委員会福利課からのヒアリング
内部協議

12月27日 内部協議

１月８日
内部協議
報告書案の作成

１月12日 報告書案の作成

１月13日 報告書案の作成

１月14日 報告書案の作成

１月15日 報告書案の作成

１月17日 報告書案の作成

１月18日 報告書案の作成

１月19日 報告書案の作成
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日時 内　　　　　　　　容

１月20日 報告書案の作成

１月21日 報告書案の作成

１月22日 報告書案の作成

１月25日 報告書案の作成

１月26日 報告書案の作成

１月27日 報告書案の作成

１月30日 報告書案の作成

１月31日 報告書案の作成

２月１日 報告書案の作成

２月２日
政策企画局、総務部人事課、教育委員会総務課・高校教育課・福利課からの
ヒアリング

２月８日 報告書案の作成

２月９日
政策企画局、総務部人事課、教育委員会総務課・高校教育課・福利課からの
ヒアリング

２月11日 報告書案の作成

２月12日 報告書案の作成

２月13日 報告書案の作成

２月16日
教育委員会高校教育課・総務課、地域振興部情報政策課、総務部人事課から
のヒアリング

２月17日 報告書案の作成

２月18日 報告書案の作成

２月21日 報告書案の作成

３月２日 内部協議

３月９日 知事報告


